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財物奪取の手段としての暴行・脅迫
─ 強盗罪における暴行・脅迫の相手方の限定 ─
芥 川 正 洋
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はじめに
①　本稿の目的
　刑法236条 1 項が規定する強盗罪は、暴行・脅迫を用いて他人の財物を
強取する犯罪である。しかし、単に暴行・脅迫が行われ財物奪取がなされ
　④　小括
3　わが国における議論状況
　①　暴行・脅迫の相手方の範囲の限定
　　（ 1）　無限定説
　　（ 2）　限定説
　②　相手方の能力
　③　小括
4　暴行・脅迫の手段性の具体的内容─事例群を通じた検討
　①　暴行・脅迫の相手方の範囲
　　（ 1）　第三者を占有者と誤認した場合
　　　ⅰ．問題の整理
　　　ⅱ．占有侵害の現実的危険を有する暴行・脅迫
　　（ 2）　罪証としての相手方─訴追可能性の排除
　　　ⅰ．現実的危険の対象
　　　ⅱ．奪取行為自体に対する心理的促進
　　（ 3）　財物奪取に対する現実の障害としての相手方
　　（ 4）　奪取に対する可能的障害としての相手方
　　　ⅰ．相手方の範囲の限定の必要性
　　　ⅱ．相手方の範囲
　　（ 5）　小括
　②　暴行・脅迫の相手方の能力による限定
　　（ 1）　抵抗能力の不存在？─子ども・幼児の場合
　　（ 2）　抵抗能力の器質的喪失
　　（ 3）　抵抗能力に疑義ある場合
　　　ⅰ．心理的反抗抑圧の場合
　　　ⅱ．物理的反抗抑圧の場合
おわりに
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ても、それだけでは強盗罪は成立しない。「暴行・脅迫は財物強取の手段
として行われたことを要する
（１）
」のであり、「暴行・脅迫の『機会に』財物
を奪うというだけでは、強取とはいい得ない
（２）
」とされるのである。ここで
は、暴行・脅迫が財物奪取の手段であることが強盗罪の成立要件とされて
いる。それでは、この「手段性」が肯定されるためには、暴行・脅迫と財
物奪取との間にいかなる連関が存在する必要があるか。本稿は、これを検
討する。
②　問題状況と検討の方法
　わが国で「手段性」の具体的内容が正面から取り上げられることは多く
ない。
　たとえば、「強盗は、暴行・脅迫を手段とする財産罪であるから、その
暴行・脅迫と財物奪取との間に因果関係がなければならない
（３）
」と指摘され
ることがある。ここで暴行・脅迫が財物奪取の手段でありうるためには、
両者の間に因果関係が必要とされている。しかし、その因果関係の具体的
内容は明らかではない
（４）
。ここで必要とされる因果関係が、暴行・脅迫行為
と財物奪取との間の条件関係である
（５）
とすれば、暴行・脅迫がなかったとし
たら、財物奪取は行なわれなかったであろうという関係が、合理的疑いを
超えて証明されなければならない。しかし、実際にこのような判断が行な
われているか疑問である。この判断基準を用いれば、暴行・脅迫を用いな
くとも財物奪取が成し遂げられたであろう場合に、強盗罪を否定すること
（ 1）　大谷實『刑法講義各論』（新版第 4版補訂版、2015年）231頁。
（ 2）　前田雅英『刑法各論講義』（第 6版、2015年）189頁。
（ 3）　大谷・前掲注（ 1）230頁。手段性の内容として因果関係に言及するものとし
て、たとえば、川端博『刑法各論講義』（第 2版、2010年）331頁、齊藤信宰『刑法
講義〔各論〕』（新版、2007年）216─217頁。
（ 4）　長井秀典＝田中伸一＝安永武央「強盗罪（上）」判例タイムズ1351号（2011年）
79頁注21）参照。
（ 5）　大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法〔第 2 版〕』（2003年）337─338頁〔河上
和雄＝髙部道彦〕。
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になる。しかし、すぐあとに見るように、この帰結の妥当性には疑問が生
じる。
　また、特定の事態の推移が示されることもある。「暴行・脅迫は、財物
の占有移転に向けた反抗抑圧を惹起するための手段として、要件とされ
て」おり「暴行・脅迫、それによる被害者の（財物の占有を確保するため
の）反抗の抑圧、それに基づく財物の奪取という一連の因果経過が要求さ
れる
（６）
」。とすれば、いかなる場合に財物奪取は反抗抑圧状態に基づいた
（７）
と
評価できるかが問題となるが、その具体的内容は十分に明らかではない。
　あるいは、「手段」は目的と対置されるから、暴行・脅迫が財物奪取の
手段であるということは、暴行・脅迫により行為者が主観的に財物奪取を
追求していたことを意味するかもしれない
（８）
。そうだとすれば、暴行・脅迫
を行なう際に、財物奪取を目的としていれば、それだけで手段性が肯定で
きるのであろうか。
　強盗罪の暴行・脅迫は財物奪取の手段でなければならないことに一致は
あるといってよいだろう。しかし、その具体的内容については、十分な検
討がなされているとはいえない。
　このような問題状況を整理するために、ドイツの議論を導入とする。ド
イツの強盗罪の議論を素材とし、解釈論としてどのような「手段性」の具
体的内容がありうるのかを整理する。ドイツの学説を検討することで後に
（ 6）　山口厚『刑法各論』（第 2版、2010年）216頁。一連の事態の推移に言及するも
のとして、たとえば、高橋則夫『刑法各論』（第 2 版、2014年）264頁、伊東研祐
『刑法講義 各論』（2011年）167頁。
（ 7）　なお、強盗既遂罪の要件として相手方の反抗抑圧を要さず、畏怖に基づいた奪
取も強盗既遂罪を構成しうるとの立場も有力である（たとえば、前田・前掲注
（ 2）188─189頁）。しかし、この立場に立つ論者も、暴行・脅迫の手段性を要求す
る（同・189頁）から、本稿の問題は妥当する。
（ 8）　暴行・脅迫に手段性が欠ける場合として、反抗抑圧後の財物奪取の意思の事
例が示される（たとえば、大塚仁『刑法概説〔各論〕』（第 3 版増補版、2005年）
214─215頁）が、このことは、本文のような理解を裏付ける。この点については、
特に、林幹人『刑法各論』（第 2版、2007年）206頁、208頁参照。
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明らかにするが、暴行・脅迫の手段性は、いかなる者に対して暴行・脅迫
が行なわれれば強盗罪の成立が認められるかという問題で顕在化する。手
段性の具体的内容の理解のいかんによって、強盗罪における暴行・脅迫の
相手方の範囲につき、広狭が生じるのである。手段性の具体的内容をどの
ように理解するかは、教義学的な関心にとどまらず、実践的問題の解決に
資するものである。
　強盗罪における暴行・脅迫の手段性はいかに理解されるべきであろう
か。
1 　ドイツにおける暴行・脅迫の相手方の範囲と 
客観的因果連関の要否　　　　　　　　
（ 1）　手段としての暴行・脅迫
　ドイツにおいても、わが国と同様、強盗罪において、暴行・脅迫は奪取
の手段でなければならないと解釈されている
（９）
。単純強盗罪を規定するドイ
ツ刑法典249条 1 項は「人に対する暴行を用い、又は、身体若しくは生命
に対し現在の危険を及ぼす旨の脅迫を用いて、違法に自ら領得し又は第三
者に領得させる目的で、他人の動産を他の者から奪取した者は、 1年以上
の自由刑に処する」と規定する
（10）
。わが国の強盗罪規定と比較するとき、暴
行・脅迫行為の限定が、規定上に明示されているほかは、ほぼ同様の構成
要件を定めている。
　それでは、いかなる場合に暴行・脅迫は財物奪取の手段であると評価し
うるか。学説は大要、手段性が認められるためには、暴行・脅迫と財物奪
（ 9）　Johannes Wessels/Thomas Hillenkamp, Strafrecht Besonderer Teil  2  
Straftaten gegen Vermögenswerte, 38. Aufl., 2015, §7 Rn. 344; Albin Eser/Nikolaus 
Bosch, in: Schönke/Schröder, Strafgesetzbuch Kommentar, 29. Aufl., 2014, §249 
Rn. 6.
（10）　訳は、法務省大臣官房司法法制部編『ドイツ刑法典』（2007年）に依った（以
下、特に断りない限り、ドイツ刑法典の訳については同様である）。
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取との間に客観的因果連関が必要であるとする立場と、これを不要である
とする立場に分かれる
（11）
。
（ 2）　客観説
　暴行・脅迫が奪取の手段であるといいうるためには、暴行・脅迫と財物
奪取は客観的因果連関（Objektiver Kausalzusammenhang）によって結びつ
けられていなければならないと理解する立場（以下、「客観説」という
（12）
）か
ら見る。客観説は、なぜ、客観的因果連関を要求するのか。
　まず理由として挙げられるのは、❶強盗的恐喝罪との平仄である。ドイ
ツ刑法典255条は「恐喝が、人に対する暴行を用い又は身体若しくは生命
に対する現在の危険を及ぼす旨の脅迫を用いて行われたときは、行為者は
強盗犯人と同一の刑に処する」と規定する。強盗の手段を用いた恐喝が強
盗と同様に処罰される。強盗罪が、財産的客体を「動産」に限り、動産の
所有権を保護法益とするのに対し、恐喝罪
（13）
は、財産（Vermögen）が保護
の対象である
（14）
。財産には、債権等の財産上の利益が含まれるので、強盗的
（11）　筆者は、別稿ですでにドイツにおける客観的連関の議論の意義につき検討を加
えている（拙稿「強盗罪における反抗抑圧状態の機能─強盗既遂罪の成否─」早稲
田大学大学院法研論集140号（2011年） 1 頁以下）。従って、この点に関する記述
は、これに譲るところが多い。適宜参照されたい。本稿では、そこで扱えなかった
議論を参照し、更なる解釈論的成果を目指す。
（12）　代 表 的 な 論 者 と し て、Paul Bockelmann, Strafrecht Besonderer Teil/1 
Vermögensdelikte, 1976, S. 46; Hans─Ludwig Günther,  in: Systematischer 
Kommentar zum Strafgesetzbuch Bd. 2, 5.Aufl., 1998, §249 Rn. 36; Arndt Sinn, in; 
Systematischer Kommentar zum Strafgesetzbuch, 137 Lfg., 2013, §249 Rn. 29; 
Gunther Arzt/Ulrich Weber/Bernd Heinrich/Eric Hilgendorf, Strafrecht Besonderer 
Teil, 3. Aufl., 2015, §17 Rn. 11f. ; Kurt Seelmann, Grundfälle zu den Eigentumsdelikten, 
JuS 1986, S. 204. 近時、詳細な検討の上、客観説を主張する論者として、Anna 
Helena Albrecht, Die Struktur des Raubtatbestand （§ 249 Abs. 1 StGB）, 2011.
（13）　ドイツ刑法典253条 1 項（恐喝罪）は「不法に自ら利得し第三者に利得させる
ために、暴行を用い又は重大な害悪を加える旨の脅迫により、人に対して行為、受
忍又は不作為を違法に強要し、これにより、被強要者又は他の者の財産に損害を与
えた者は、 5年以下の自由刑又は罰金に処する」と規定する。
（14）　statt aller, Rudolf Rengier, Strafrecht Besonderer Teil Ⅰ Vermögensdelikte, 
財物奪取の手段としての暴行・脅迫（芥川）　　83
恐喝罪は、事実上、わが国では強盗利得罪（刑法236条 2 項）に該当する行
為を捕捉することになる
（15）
。恐喝罪では、暴行・脅迫と被害者の財産的処分
行為との間に因果関係が必要であるから
（16）
、強盗的恐喝罪でも同様の理解に
至る。この強盗的恐喝罪の理解から、強盗罪においても暴行・脅迫と財物
奪取との間に因果関係が必要であると主張されるのである
（17）
。さらに、❷強
盗罪の不法内容について言及されることがある。強盗罪はとかく重い処罰
を予定しているが、このような重い処罰を正当化する要素が客観的因果連
関であるとするのである
（18）
。
　しかし、❶強盗的恐喝罪との平仄については、わが国では妥当しないで
あろう。わが国で財物以外の利益が暴行・脅迫により移転した場合、強盗
利得罪の成立が考えられるが、強盗利得罪の成立には、一般に財産的処分
行為は不要とされている
（19）
。そうすると、暴行・脅迫と財産的処分行為の間
の因果関係が必要だ、という前提が欠ける。❷強盗罪の不法内容という点
についても、結論の先取りの疑いが否定できないところである。
18. Aufl., 2016, §11 Rn. 1.
（15）　ただし、強盗的恐喝罪（ドイツ刑法典255条）と強盗罪（同249条）は、客体が
財物かそれ以外の財産かによって区別されるわけではない。判例は、客体が財物で
あっても、外形的な現象形態を基準とし、抵抗の余地なく強制されたものであって
も、形式的な交付行為があれば、強盗的恐喝罪が成立するとしている（Vgl., 
BGHSt 7, 252 （254）; Rengier, a.a.O. （Fn. 14）, §11 Rn. 39）。
（16）　statt aller, Rengier, a.a.O. （Fn. 14）, §11 Rn. 5.
（17）　Albrecht, a.a.O. （Fn. 12）, S. 80.
（18）　z. B., Sinn, a.a.O. （Fn. 12）, §249 Rn. 27.
（19）　判例はかつて処分行為必要説に立っており（大判明治43年 6 月17日刑録16輯
1210頁）、これを支持する見解も主張されていた（牧野英一「殺人の方法と利得強
盗罪」『刑法研究 第 4 巻』（1933年）393頁、山口邦夫「強盗罪における暴行と不法
利得」藤木英雄編『判例と学説 8・刑法Ⅱ（各論）』（1977年）143頁）。処分行為必
要説によれば、処分行為をする暇もなく被害者を殺害した場合には強盗殺人罪が否
定され、その暇を与え、処分行為をなさしめた後に殺害した場合には強盗殺人罪を
肯定することになるが、両者を区別する合理性には疑問がある。現在の判例（最判
昭和32年 9 月13日刑集11巻 9 号2263頁）・通説は、処分行為を不要とするが、支持
されるべきである。
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　本稿の関心との関係で注目すべきは、❸強要罪との並行関係という論拠
である。ドイツの強盗罪規定につき、わが国と大きく異なる理解がされて
いるのは、その保護法益である。ドイツの学説は一致して、強盗罪は、強
要罪と窃盗罪の結合犯であるとし、その保護法益を所有権と意思活動の自
由と解している
（20）
。
　強要罪を規定するドイツ刑法典240条 1 項は「暴行を用い、又は、重大
な害悪を加える旨の脅迫により、人に行動、受忍又は不作為を違法に強要
した者は、 3年以下の自由刑又は罰金に処する」と規定する。この規定と
強盗罪規定を照らし合わせるとき、強盗罪は、暴行・脅迫により、財物奪
取を受忍させるという強要結果をもたらす犯罪と理解できる。そうする
と、強要罪では、強要行為と強要結果である受忍との間には当然に因果関
係が必要とされることから、強盗罪においても暴行・脅迫と財物奪取の受
忍との間には因果関係がなければならないと解されることになる
（21）
。
　わが国では、強盗罪は暴行罪・脅迫罪と窃盗罪の結合犯とみることが一
般的であり
（22）
、強要罪の特別規定としての理解はなされていない。この限り
では、ドイツの客観説と前提を共有していない。しかし、客観説の論理
は、必ずしも強盗罪を強要罪と窃盗罪の結合犯とするドイツ特有の理解を
前提とするものではないだろう。わが国においても、強盗罪における「強
取」を実現するためには、相手方の反抗を抑圧して財物を奪取することが
要求されている。行為者と無関係に生じた反抗抑圧状態に乗じて財物を奪
ったとしても、強盗罪は成立しないと解されているところからは、わが国
においても強盗罪は、人を強制して財物を奪う犯罪であると考えられてい
る。このような財物奪取の甘受を強制されるということが、強盗罪の構成
要件的結果であると理解できる。既遂犯を肯定するためには行為と結果と
の間に因果関係が必要であるから、財物奪取の甘受の強制という結果と暴
（20）　z. B., Rengier, a.a.O. （Fn. 14）, §7 Rn. 1.
（21）　Albrecht, a.a.O. （Fn. 12）, S. 78f.
（22）　さしあたり、西田典之『刑法総論』（第 2版、2010年）414頁参照。
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行・脅迫行為の間に因果関係が要求される。このように理解すれば、客観
説の論理は、強要罪の特別規定として強盗罪を理解するか否かという形式
的な論理を超えて、わが国にも妥当するものと把握できる。
　しかし、客観説は、相対的に少数に留まる。行為と結果との間の因果関
係の判断に仮定的消去公式（conditio sine qua non の公式）を用いるとしよ
う。この仮定的消去公式により、暴行・脅迫と財物奪取の間の因果関係を
検討した場合、不都合な帰結が生じることが指摘される。たとえば、住人
が寝静まった家に侵入し、「念のために」住人を殺害して、財物を奪取し
た場合
（23）
、その殺害行為がなかったとしても、同様に財物奪取はなしえたの
ではなかろうか。あるいは、気の弱い少年に対して暴行を加えて財物を奪
取したという場合、そのような暴行がなかったとしても、たかり的な行為
を行いさえすれば、いずれにしろ行為者が財物を得ることができたのでは
なかろうか
（24）
。暴行・脅迫がなかったとしても財物奪取がなされたと疑われ
る。だとすれば、暴行・脅迫がなかったとしたら財物奪取が生じなかった
という関係は認められず、暴行・脅迫と財物奪取の間の因果関係は存しな
い。それゆえ、これらの事例では、せいぜい強盗未遂罪の限度に止まるの
ではないか
（25）
。「疑わしきは被告人の利益に」の原則を考慮するとき、この
ように強盗既遂罪が否定される場合は多く生じ、その結論は現実として受
け入れられるものか疑問であろう
（26）
。
（ 3）　主観説
　このような不合理な結論を回避するため、通説は、暴行・脅迫と財物奪
（23）　ライヒ裁判所1933年 3 月31日判決（RGSt 67, 183）の事案である。
（24）　Vgl., Tatjana Hörnle, Wider das Dogma vom Finalzusammenhang bei Raub 
und sexueller Nötigung, Festschrift für Ingeborg Puppe zum 70. Geburtstag, 2011, 
S. 1153f.
（25）　このような条件関係が欠ける場合に強盗未遂罪の成立にとどまるという帰結を
肯定する者に、Seelmann, a.a.O. （Fn. 12）, S. 204; Albrecht, a.a.O. （Fn. 12）, S. 78. 
未遂犯は任意的減軽である（ドイツ刑法典23条 2 項）ことから、実際上の不都合は
生じないとする（z. B., Seelmann, a.a.O. （Fn. 12）, S. 204.）。
（26）　Vgl., Bernd Schünemann, Raub und Erpressung （1. Teil）, JA 1980, S. 352.
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取の客観的因果連関を放棄する
（27）
。強盗罪の処罰範囲が過度に限定されてし
まうことの理由が、暴行・脅迫と財物奪取の間に条件関係としての客観的
因果連関を求めることにあるとすれば、これを要求しないことで処罰範囲
は適正なものとなることが期待される。
　しかし、強盗は、暴行・脅迫が財物奪取の機会に行なわれさえすればよ
いというわけではない。単に同一の機会に暴行・脅迫行為と財物奪取が行
なわれただけでは、強要罪と窃盗罪の競合を超える重い処罰を根拠づける
ことができない。主観説は、この加重処罰の根拠を次のように基礎づけ
る。すなわち、窃盗の決意によって動機づけられた攻撃、あるいは、窃盗
の決意を実現するに際して暴行・脅迫を行なうことを躊躇しない行為者を
重く処罰するという刑事政策的な要請があり
（28）
、強盗罪の規定がこれを実現
する。それゆえ、強盗罪の暴行・脅迫はこのような行為者の危険性が示さ
れるものでなければならない。このような行為者の危険性が示される場合
とは、財物奪取を目的して暴行・脅迫が用いられるときである、と
（29）
。
　この加重処罰の根拠からは、暴行・脅迫と財物奪取の客観的因果連関は
必要とはされない。行為者が財物奪取を追求して暴行・脅迫を行なったこ
とで十分である。財物奪取を追求して暴行・脅迫をおこなうことのうちに
行為者の危険性は示され、それゆえに、強盗罪の成立が肯定されうる。む
しろ、客観的に暴行・脅迫が不要であったにもかかわらず、敢えて暴行・
脅迫を行ない、その上で奪取した行為者の方がより危険ともいいうるので
ある
（30）
。
　主観説は、手段性の要件を客観面から放逐し、主観面でのみ求めるので
（27）　Vgl., Rengier, a.a.O. （Fn. 14）, §7 Rn. 22f.
（28）　Vgl., Wilfried Küper, Zur Problematik der sukzessiven Mittäterschaft – 
Zugleich Annmerkung zum Urteil des BGH von 16. 12 1980, JZ 1981, 596 ─, JZ 
1981, S. 571f.　Küper は、これを承継的共犯を否定する論理として言及している。
（29）　Gerhard Herdegen, in; Leipziger Kommentar zum Strafgesetzbuch Bd.  6  , 11. 
Aufl., 2005, §249 Rn. 13.
（30）　Schünemann, a.a.O. （Fn. 26）, S. 352.
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ある。その帰結として、強盗罪の適切な成立範囲を確保する
（31）
。Gerhard 
Herdegen は、「行為者が強要〔暴行・脅迫行為〕の際に領得目的と奪取
の故意を有しており、暴行・脅迫を奪取のために用いたことで十分であ
る。」と指摘する
（32）
。客観説が不適切な帰結をもたらすとされた設例（就寝
中の住人の殺害の事例や気の弱い少年への暴行の事例）にあっても、行為者
は財物奪取を目的として暴行・脅迫を行なったことが認められる。強盗罪
が成立しよう。
（ 4）　小括
　主観説と客観説の対立は、暴行・脅迫の手段性に関わる対立である。そ
して、手段性をいかに理解するかにより、処罰範囲も異なると理解され
る。すでに示したように、帰結が異なる場合とは、就寝中であったり、気
が弱かったりして、奪取に抵抗する能力がない者に対する暴行・脅迫の場
合である。客観説からは、暴行・脅迫と財物奪取の条件関係、換言すれ
ば、暴行・脅迫が財物奪取を可能にしたことを手段性と理解することで、
奪取に対して抵抗能力がない者に対する暴行・脅迫は、財物奪取の手段で
はなかったと結論づけられる。それゆえ、強盗罪は不成立となろう。この
帰結の不合理さゆえ、ドイツの通説は、暴行・脅迫と財物奪取の間に、こ
のような客観的因果連関は不要であるとする。財物を得るために暴行・脅
迫を辞さないという行為者の危険性が暴行・脅迫に示されればよいとす
る。ここから、行為者の主観面の問題として、手段性の要件の問題を捉え
る。その帰結として、抵抗をなしえなかった者に対して暴行・脅迫が加え
られた場合にも、手段性を肯定できる。
（31）　主観説で必要とされる主観的内容を因果連関の確定的認識であるとして、客観
説と主観説では処罰範囲がほとんど異ならないとの指摘もある（Albrecht, a.a.O. 
（Fn. 12）, S. 73f., 100）。しかし、主観説の立場からは、暴行・脅迫行為により行為
者の危険性が示されればよいから、因果連関の確定的認識を要求する必要はない
（Schünemann, a.a.O. （Fn. 26）, S. 352 は、主観説の立場から、暴行・脅迫により
財物奪取を促進する認識で十分とする）。
（32）　Herdegen, a.a.O. （Fn. 29）, §249 Rn. 14.
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　このように暴行・脅迫の相手方が奪取に対する十分な抵抗能力を有して
いない場合以外にも、この両者の見解が、帰結を異にする場面がある。そ
れは、暴行・脅迫の相手方の範囲である。暴行・脅迫を行ったものの、相
手方が能力の制約から抵抗しえなかった場合に、手段性に疑義が生じるの
は、その暴行・脅迫がなされなくとも財物奪取が可能であったから、暴
行・脅迫は財物奪取に役立たなかったといいうるということに根ざす。と
すれば、たとえば、暴行・脅迫の相手方が、財物の占有の保護になんらの
関心を払わない無関係の第三者であった場合なども同様であると理解でき
る。このような占有保護に無関心な第三者は、財物奪取が行われようとも
それを阻止すべく行動しなかっただろうから、この者に対する暴行・脅迫
がなくとも財物奪取はなしえたであろう。このような第三者に暴行・脅迫
を加えた場合、この暴行・脅迫と財物奪取の客観的因果連関に疑いが生じ
るのである。それゆえ、暴行・脅迫の相手方が財物の占有保護に無関心な
場合も、主観説と客観説で見解を異にする。「客観説に立つ場合、強要手
段〔暴行・脅迫行為〕を行なうことによって奪取が可能になったことを確
定する必要がある。その結果として、強要手段は、財物の占有者又は占有
を保護すべき者に向けて行なわれる必要が生じよう。これに対し、主観説
では、このことを行為者が表象してさえいればよいのである
（33）
」。主観説の
立場からは、暴行・脅迫が客観的には占有者・占有を保護すべき者以外の
者に加えられていても強盗罪は成立する。
2 　ドイツにおける客観的連関の具体化の試み
　暴行・脅迫が財物奪取の手段であるというために、暴行・脅迫と財物奪
取との間に条件関係が成立しなければならないとすると、不合理な結論が
示される場合がある。そこで、客観説の立場からも、この不合理な結論を
（33）　Eser/Bosch, a.a.O. （Fn. 9）, §249 Rn. 7. Vgl., auch Schünemann, a.a.O. （Fn. 
26）, S. 353.
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回避すべく、手段性の要件となる客観的因果連関の判断方法を再構成し、
強盗罪の成立範囲の適当な拡大を図る試みがなされている。この試みは、
大別して、暴行・脅迫と財物奪取との間の条件関係を維持しつつ、強盗罪
の成立範囲を拡張するものと、条件関係の要求を放棄し、強盗特有の客観
的連関を求める立場に分かれる。
①　条件関係としての客観的因果連関の再構成の試み
　暴行・脅迫と財物奪取との間の条件関係を維持しつつ、強盗罪の成立範
囲を拡張する試みは、このための解釈論として、「あれなければこれなし」
の後件である財物奪取を具体的に記述すべきことを主張する。
（ 1）　結果としての短縮された占有
　このような見解を示すものとして、Anna Helena Albrecht がいる。
Albrecht は、従来の見解が客観的因果連関を過度に抽象化して判断して
きたことを指摘し、以下のように主張する。暴行・脅迫がなくとも財物奪
取が行われたであろうとされ、客観説の帰結の不合理さが指摘される事例
の多くでは、たしかに暴行・脅迫がなかったとしても、なんらかの財物奪
取はなされたにせよ、しかしながら、現実に生じたような財物奪取は行わ
れなかったであろう。暴行を加えなかった場合は、それを加えた場合に比
べ、奪取に多少の困難が生じたであろうから、暴行を加えることで少なく
とも財物の奪取をより素早く行うことができたであろう。このように、お
よその財物奪取ではなく、財物奪取という結果を時的に具体化して記述
し、短縮された占有を結果とみることで、条件関係を肯定することができ
る
（34）
。たとえば、就寝中の住人を殴打して失神させた場合、たしかに殴打し
なくとも財物奪取を遂げることはできたかもしれない。しかし、その場
合、住人に覚知されないように慎重に奪取を遂げる必要があっただろう。
これに対し、失神させれば、そのような気を遣うことなく素早く奪取を遂
げることができる。だとすれば、殴打（暴行）がなかったとすれば、これ
（34）　以上につき、Albrecht, a.a.O. （Fn. 12）, S. 96f. 
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ほどに早期の奪取はなされていないだろう。占有の短縮を結果として具体
的に把握すれば、暴行・脅迫との因果関係は認められる。
（ 2）　奪取行為時の防衛機会の減退
　また、別の観点から、具体的な記述を行う論者もいる。Tatjana Hörnle
は、強盗とは暴行・脅迫により防衛機会が減退した中で行なわれる奪取行
為であるとするところから、「あれなければこれなし」の後件を、単に奪
取と記述することなく、暴行・脅迫により防衛機会が減退した下での奪取
とする。Hörnle は、このように奪取が行なわれた行為状況を加えて結果
を具体化することで、適切な帰結を導く。すなわち、暴行・脅迫を用いず
とも財物奪取を遂げることができたであろう場合にあっても、この暴行・
脅迫がなかったとすれば、防衛機会が減退した下での財物奪取はなかった
であろう。とすれば、暴行・脅迫と、このような防衛機会が減退した下で
の財物奪取は、因果関係があるとする
（35）
。
　Hörnle は、これを気の弱い少年から暴行を加えて財物を奪った例に適
用する。この場合、被害者の少年に対して脅迫に至らない要求の程度で
も、同様に財物を奪うことが可能であったかもしれない。しかし、そうで
あったとしても、現実に加えられた暴行により被害者はより強い恐怖心を
覚え、意思活動・意思決定を行う機会はより制約される。このような制約
の下での奪取は、まさに暴行がなければ実現していなかった
（36）
。暴行・脅迫
により防衛機会の減退した下での財物奪取として、記述を具体化すること
で、暴行・脅迫が行われなくとも、財物奪取が行われえた可能性を等閑視
することができる。
②　強盗特有の客観的連関
　このように暴行・脅迫と財物奪取との条件関係を維持しつつ、強盗罪の
成立範囲を拡張する見解とは異なるアプローチもある。暴行・脅迫に手段
（35）　以上につき、Hörnle, a.a.O. （Fn. 24）, S. 1153ff.
（36）　Hörnle, a.a.O. （Fn. 24）, S. 1154.
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性を肯定するための要件として、暴行・脅迫と財物奪取との間の条件関係
を放棄し、強盗特有の客観的連関を要求する見解である。
（ 1）　客観的目的─手段連関
　かつてUrs Kindhäuser は、暴行・脅迫と財物奪取の連関を完全に主観
化することなく、また、客観説の抱える帰結の不合理さを回避する見解を
主張していた。主観説は、重い法定刑を正当化する強盗の不法を十分に説
明することができず、他方、客観説は具体的帰結に不合理なものを残す。
それゆえ、客観的・事前的観点から、暴行・脅迫と財物奪取の間の連関
（客観的目的─手段連関（Objektive Zweck─Mittel─Relation））の存否を判断す
べきとするのである
（37）
。一方で、暴行・脅迫が財物奪取と因果的であったこ
とを事後的に証明することは不要であるとし、客観的・事前的観点から、
抵抗が予期される者に対して暴行・脅迫が加えられさえすれば十分である
とする。他方で、行為者の主観を唯一の基準とせず、客観的観点から手段
性を限定することで、手段性の主観化も排除する。
　客観説の問題性が、手段性の事後的な立証の困難性にその一部が根ざし
ているとすれば、判断時点を事前的・行為時へと移すことにより、事後的
に抵抗が行われたか、つまり、その暴行・脅迫がなければ財物奪取ができ
なかったかという証明困難な因果関係の判断を回避できる
（38）
。財物奪取に抵
抗がなされたであろう、暴行・脅迫が財物奪取を可能にしたであろうとい
う判断が成り立つ限りで、強盗罪の成立を肯定できる。客観説より広い範
（37）　以上につき、Urs Kindhäuser, in: NomosKommentar zum Strafgesetzbuch Bd. 
2, 2. Aufl., 2005, §249 Rn. 12. なお、同書の第 3版では、該当する記述が削除され
ている（Urs Kindhäuser, in: NomosKommentar zum Strafgesetzbuch Bd. 3, 3. 
Aufl., 2010, §249 Rn. 11f. は、主観説・客観説に対する批判を述べるに留まる。な
お、第 4版（Urs Kindhäuser, in: NomosKommentar zum Strafgesetzbuch Bd. 3, 4. 
Aufl., 2013, §249 Rn. 11f.）も同様である）。なお、同著者による教科書（Urs 
Kindhäuser, Lehrbuch des Strafrechts Besonderer Teil II Straftaten gegen 
Vermögensrechte, 3. Aufl., 2003, §13 Rn. 13）には、本文と同旨の記述があるが、
その後の版では、該当する記述が削除されている。
（38）　Vgl., Kindhäuser, a.a.O. （Fn. 37 （2. Aufl.））, §249 Rn. 11f.
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囲で強盗罪の成立が認められる。
　しかし、因果関係を事後的に確認しないという意味では、主観説と径庭
がない。Kindhäuser 自身、主観説は強盗罪の重い不法を説明しえないと
して、強盗罪の不法を客観面に求め
（39）
、主観説を排斥するが、しかし、その
一方で、事前的観点から、抵抗が予期される者に対して暴行・脅迫が加え
られさえすれば、十分とする理由は示されていない。それゆえ、結論とし
て適当な帰結を示したに留まると批判も加えられるところである
（40）
。
（ 2）　促進関係への拡張
　Kindhäuser のかつての所説も暴行・脅迫と財物奪取の条件関係の証明
困難性を考慮したものであった。この問題を解決するため、客観説には、
客観的因果連関の内容を拡張し、暴行・脅迫が財物奪取を促進ないし容易
化した関係にまで緩和する見解もある。暴行・脅迫と財物奪取の客観的因
果連関として、暴行・脅迫が財物奪取の必要条件であることを要求するた
めに、その帰結において、不合理な結論を生じてきた。そこで、必要条件
性に代えて、暴行・脅迫が財物奪取を促進したという因果性で十分とすべ
きである、とする
（41）
。「行為者が念のために暴行を用いて、被害者を殴打し
て意識不明にさせたという場合、その被害者が現実に〔占有を〕保護しよ
うとしていたかどうかは意味がない。なぜならば、潜在的な保護の態勢を
排除したのであり、因果性は肯定できるからである
（42）
」。潜在的な占有保護
の態勢を排除することにより財物奪取を促進したことで、暴行・脅迫と財
物奪取の客観的因果連関を肯定できるとすれば、就寝中の者や気の弱い者
に対して暴行・脅迫が行われた場合でも、強盗既遂罪の成立が肯定でき
る。前者はもし目覚めれば、財物奪取に抵抗したであろうし、後者におい
ても勇気を奮えば奪取に立ち向かいえたであろう。暴行・脅迫は潜在的な
（39）　Kindhäuser, a.a.O. （Fn. 37 （2. Aufl.））, §249 Rn. 10.
（40）　Albrecht, a.a.O. （Fn. 12）, S. 83.
（41）　Günther, a.a.O. （Fn. 12）, §249 Rn. 36; Sinn, a.a.O. （Fn. 12）, §249 Rn. 29.
（42）　Sinn, a.a.O. （Fn. 12）, §249 Rn. 29.
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占有保護の態勢を排除したのであり、財物奪取を促進したのである。この
ように条件関係に代えて、促進関係で十分とすることで、強盗既遂罪の成
立範囲を拡張しうる。このような拡張を行なうことで、客観説に内在して
いた結論の不合理さは、解消されうるのである
（43）
。
（ 3）　促進関係の具体的内容
　客観的連関を暴行・脅迫が財物奪取を促進したという関係まで拡張する
ことで、財物の占有者など、潜在的な占有保護者に対して暴行・脅迫が加
えられた場合、その被害者が現実的に奪取に抵抗したかを確定することな
く、ありえた潜在的な抵抗を排除したものとして強盗既遂罪の成立を肯定
することができる。さらに、促進関係を具体化し、強盗罪の成立範囲を拡
張する見解もある。
ⅰ．第三者の介入の阻止としての促進関係
　街路で泥酔し意識不明に陥っていた被害者を路地へ引きずり込み財物を
奪った事例（以下、「泥酔者引きずり込み事例」という
（44）
。）がある。この泥酔
者引きずり込み事例について、Joachim Vogel の次の指摘は重要である。
「意識不明者を引きずっていったことの中に、暴行がみてとれるのである
が、この暴行は奪取を促進しているのである。つまり、第三者の妨害を排
除したり、あるいは、被害者が助けを呼ぶのをできなくしたりしたのであ
る
（45）
」。
　ここで、Vogel がいかなる促進関係を、被害者を引きずるという暴行に
見出しているかは注意を要する。Vogel が、泥酔者引きずり込み事例にお
いて被害者を路地に引きずり込むという暴行による財物奪取の促進を見出
すのは、この暴行により、第三者が介入してくる可能性を失わせ、少なく
（43）　Joachim Vogel, in: Leipziger Kommentar zum Strafgesetzbuch Bd. 8, 12. Aufl., 
2010, §249 Rn. 37. それゆえ、客観的連関の要否の問題は、実務上の価値が少ない
と指摘する。
（44）　連邦通常裁判所1953年 5 月21日判決（BGHSt 4, 210）の事案である。同判決は
主観説から強盗罪を肯定する。
（45）　Vogel, a.a.O （Fn. 43）, §249 Rn. 37.
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とも、減少させているところである。たしかに、街路から路地に被害者を
移すことにより、人目につきにくくなり第三者による介入の可能性を減少
させることができるだろう。それゆえ、そのことにより、より容易に財物
奪取を遂げることができたといいうるから、促進関係を肯定できる。
　主観説が客観説に対し、結論の不合理を指摘した事例は、主として、財
物の占有者など、占有を保護すべき立場にある者が、財物奪取に対して抵
抗行動に出ることが不確実である場合であった。促進関係で十分とするこ
とで、占有を保護すべき立場にある者が抵抗行動に出る可能性があれば、
強盗既遂罪が認められる。Vogel はこれを超えて、第三者が財物奪取行為
を妨げるように介入してくる可能性を失わせ、減少させることに促進関係
を認めるのである。この帰結として、強盗罪の成立範囲はより広がろう。
すなわち、暴行の相手方に抵抗行動に出る可能性が全くなかったとして
も、強盗罪は成立しうるのである。泥酔者引きずり込み事例において、仮
に被害者が不可逆的に意識喪失状態に陥っていたとしても、強盗罪を否定
する理由はない。
ⅱ．行為者自身への心理的促進関係
　さらに促進関係として理解可能な因果連関として、暴行・脅迫を行なっ
たことが行為者自身の心理を介して、財物奪取を促進したという関係があ
りうる。Ricarda Brandt は、「強要〔暴行・脅迫行為〕手段を用いること
で、通常、行為者は、より安全になったと感じる。強要が成功したこと
で、行為者はより落ち着いて、より安心して行動することができる
（46）
」と指
摘する。いわば、暴行・脅迫行為は自己の後に控えた奪取行為に対する心
理的な幇助行為にあたる
（47）
。このように暴行・脅迫と財物奪取との間の促進
関係を、その行為者の心理を介した促進関係まで広げれば、主観説と同様
（46）　Ricarda Brandts, Der Zusammenhang von Nötigungsmittel und Wegnahme beim 
Raub – Zugleich ein Beitrag zu Grenzen und Schwierigkeiten der Kausallehre, 
1990, S. 123.
（47）　Vgl., Brandts, a.a.O. （Fn. 46）, S. 82.
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の帰結をしめすことができる
（48）
。すなわち、行為者が暴行・脅迫の相手方を
財物奪取の障害たりうると考えてさえいれば、その相手方が客観的には財
物の占有とは無関係であり、占有を保護すべき者でなかったとしても、強
盗（既遂）罪が肯定できる。この場合にあっても、行為者は、その表象に
おいて、ありうべき奪取の障害を排したのであり、それにより、その後の
財物奪取を安心して行うことができるからである。
③　検討
　客観説の内部においても、手段性を肯定するに足る客観的連関の具体的
内容について、様々な見解が主張される。大別して、条件関係としての因
果関係を維持する立場と、これを放棄して、さらに広い客観的連関で十分
とする立場に分けられる。
（ 1）　結果としての財物奪取の記述
　条件関係の維持を図る立場は、現に生じた財物の占有移転をより具体的
に記述することにより、条件関係が肯定される場合を拡張する。そして、
これにより、客観説の有する不合理性を排そうとする。しかしながら、因
果関係の検討に際して、結果は具体的に記述されなければならないが、極
端な具体化もまた避けなければならない
（49）
。結果は、法益侵害の観点から有
意か否かという観点から、具体化／抽象化して記述されなければならな
い
（50）
。
　短縮された占有として結果を記述するAlbrecht の見解については、そ
のように具体化して記述することの適否がまず問われる。たしかに、生命
については、 1秒 1 秒が保護に値するとして、時間的観点を具体的に記述
するべきとされるが、しかし、財産犯では、この点に関して、抽象化が行
（48）　Vgl., Brandts, a.a.O. （Fn. 46）, S. 124.
（49）　たとえば、井田良『刑法総論の理論構造』（2005年）50─51頁参照。
（50）　高橋則夫『刑法総論』（第 2版、2013年）115頁。なお、林陽一『刑法における
因果関係理論』（2000年）259─260頁も参照。
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われる
（51）
。だとすれば、スムーズに奪取が行われようと、そうでなかろう
と、ほぼ同一の時期に占有が奪われるとすれば、多少それを早めたからと
いって、意味がない。
　さらには、暴行・脅迫が必ずしも占有の短縮に結びつかないことも指摘
されなければならない。場合によっては、暴行・脅迫をなすことで、相手
方にこれから奪取行為に及ぶことを覚知させ、それゆえに、抵抗の機会を
与えるという場面も想定可能である
（52）
。このとき、暴行・脅迫は占有を短縮
したどころか、むしろ延長している。しかし、この場合に暴行・脅迫と占
有の短縮に因果関係がないとして、強盗既遂罪を否定する結論は、受け入
れがたい。
　防衛機会の減退下での奪取と具体化して記述するHörnle の見解につい
ても、このような記述の可否が問われよう。法益侵害にとり有意かという
観点から検討すれば、防衛機会が減退した下での奪取は、そうでない奪取
よりも高い法益侵害性を示すかを検討する必要がある。純粋に財産的法益
だけを考えれば、防衛機会を減退させることが、法益侵害の規模を拡大し
たり、その発生を意味ある程度に前倒ししたりすることはない。法益侵害
性にとって意味がない。
　防衛機会の減退下という付加的な状況を記述すべきとの要請は、財産的
（51）　松原芳博『刑法総論』（2013年）60─61頁。最判平成13年 7 月19日刑集55巻 5 号
371頁（大阪府から請け負ったくい打ち工事につき、架空の建築汚泥処理券を検査
員に対して差し出し、工事代金を本来支払われるべき期日に先だって騙取した事
案）が、「詐欺罪が成立するというためには，欺罔手段を用いなかった場合に得ら
れたであろう請負代金の支払とは社会通念上別個の支払に当たるといい得る程度の
期間支払時期を早めたものであることを要する」とする。同判決につき、財産移転
の時期を抽象化することで、いずれにせよ正当な手段で同一の結果が実現されたと
解し、構成要件的結果の惹起がないと分析するものとして、松原芳博「判批」西田
典之ほか編『刑法判例百選Ⅱ各論〔第 6版〕』（2008年）97頁。
（52）　拙稿「強盗罪における暴行・脅迫と財物奪取の意思─『新たな暴行・脅迫必要
説』の再検討─」早稲田大学大学院法研論集143号（2012年）17─18頁。背後から忍
び寄り隙を見て奪取に及ぶ場合と、同様の場面で暴行を用いて奪取した場合、暴行
を用いたことで財物奪取がより早期に実現できたかには疑いが残る。
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法益以外の要請から基礎づけられなければならない。防衛機会の減退と
は、すなわち、暴行・脅迫により相手方に心理的・身体的な制約を加え
て、奪取に対する抵抗行動の機会を制約することを意味する。このような
心理的・身体的な制約が奪取の状況の記述として重要であるということ
は、心理的・身体的な制約を受けないことを法益として是認し、このよう
な制約をもたらすことが強盗罪において意味のある法益侵害を基礎づける
との理解に至る。
（ 2）　強盗罪における不法とその帰属
ⅰ．反抗抑圧状態と奪取の強制
　客観説は、強盗罪を奪取の甘受をさせる強要罪と把握する。強盗とは暴
行・脅迫により占有移転を強制することであり、暴行・脅迫が犯罪の行為
であり、強制下での占有移転が結果である。それゆえ、暴行・脅迫と占有
移転の因果連関を要求する。しかし、行為者の奪取に抵抗するかどうかを
決定し、実行しうる自由が侵害された状態（反抗抑圧状態）と、その状態
に基づいて、実際に奪取に対して抵抗できなかったこと（財物奪取の甘受
の強制）は別個の事態である。これは、暴行・脅迫により反抗抑圧状態が
生じても、（第三者の介入などにより）必ずしも財物奪取がなされるわけで
はないことから、容易に了解できよう。
　強盗罪においては、暴行・脅迫による反抗抑圧状態の惹起を要するとさ
れ、これが強盗罪の不法の一部をなす
（53）
。それゆえ、反抗抑圧状態の発生と
暴行・脅迫の間に因果関係が必要である。しかし、それを超えて、（反抗
抑圧状態の下で）財物奪取を甘受させられたことと暴行・脅迫との間の因
果関係まで必要かは、検討の余地がある。
（53）　拙稿・前掲注（11）20─21頁。近時では、暴行・脅迫による反抗抑圧状態の惹
起に加え、又は、これに代えて、人身に対する危険が強盗罪の不法内容をなすとす
る見解も有力に主張されている（松原芳博『刑法各論』（2016年）233頁、嶋矢貴之
「強盗罪と恐喝罪の区別─恐喝罪の研究による強盗罪要件の再構成」『山口厚先生献
呈論文集』（2014年）338頁以下）。このような立場にあっても、本文の以下の記述
は妥当する。
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ⅱ．占有侵害という不法の帰属
　犯罪の成立に行為と結果との間の条件関係が必要とされる根拠は、その
結果という不法事実が、まさにその行為により惹起された関係がなけれ
ば、その不法について行為者を責めることはできないという考慮による。
このような広義での不法の帰属という観点から、暴行・脅迫と財物奪取の
因果関係の要否を検討する。
　ここではまず、奪取行為それ自体と奪取行為の結果を区別すべきであ
る。奪取とは財物の占有を移転させることであり、奪取行為と奪取結果は
ほとんどの場合、同時的であろう。しかし、狭義の行為である身体の動作
としての奪取行為と、その結果としての財物の占有が移転し、占有侵害が
生じることとは別個に観念可能である。
　強盗罪の不法内容として、財物の占有侵害が含まれることは疑いの余地
がない。それゆえ、行為者の行為が財物の占有侵害と因果関係があること
は、占有侵害という不法を行為に帰属するために不可欠の要請である。注
意すべきは、この占有侵害は、行為に帰属できれば足りるということであ
る。占有侵害という不法を帰属するためには、奪取行為が占有侵害結果と
因果的であれば足りる。すなわち、奪取行為が行われたから占有が失われ
たという関係が認められれば十分であり、これを超えて、暴行・脅迫と占
有侵害が因果的であることまでを要求する必要はない。暴行・脅迫と占有
侵害に因果関係を必要とする要請は、結果不法を帰属するという観点から
は生じない。
（ 3）　不法帰属に還元できない強盗特有の客観的連関
　以上のように考察すると、暴行・脅迫と反抗抑圧状態の発生との間の因
果関係があり、奪取行為と財物の占有侵害の間の因果関係があれば、強盗
罪の予定する不法の帰属は充足すると考えられる。不法の帰属という点か
らは、暴行・脅迫と財物奪取との因果関係は不要である。暴行・脅迫の手
段性を肯定するために、客観的連関を要求するとすれば、これは、一般的
な結果不法の帰属に還元できない強盗特有の要件として構成される必要が
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ある。結果不法の帰属とは異なる要請から、暴行・脅迫と財物奪取の客観
的連関を要求する以上、これは、因果関係の一般理論で解決できる問題で
はない
（54）
。それゆえ、暴行・脅迫と財物奪取の間の条件関係を堅持する必要
はない。
　しかし、手段性を肯定するに足る強盗特有の客観的連関として、どのよ
うな要件を求めるべきかは、一考を要する。暴行・脅迫と財物奪取との間
に条件関係を求めないことが適切であるとしても、そのことから直ちに、
客観的目的─手段連関で十分であり、あるいは、なんらかの促進関係があ
れば十分と結論づけることはできない。客観的目的─手段連関を要求する
見解においては、そのような要件を求める理論的根拠が十分明らかではな
いし、促進関係を要求する見解においても、その促進関係の具体的内容に
つき、検討すべき課題が残る。促進関係の具体的内容のいかんによって
は、強盗罪の成立範囲が非常に広範なものとなる。条件関係に代えて、促
進関係を要求することの目的が、強盗罪の成立範囲を広げることにあると
しても、過度に広範な拡張であってはならない。促進関係が認められさえ
すれば、強盗罪を肯定できるのではなく、あくまでも強盗特有の客観的連
関が求められなければならない。
④　小括
　暴行・脅迫と財物奪取の間に客観的因果連関を要求する見解に対して
は、暴行・脅迫が財物奪取と条件関係的な因果関係に立たない場合に、未
遂を認めることになり、不当であると指摘された。客観説は、必要とされ
る客観的連関の再構成することで、妥当な結論を導く。暴行・脅迫と財物
奪取の間に因果関係を求める必然性はないから、これらの見解のように、
因果関係に代えて、強盗特有の客観的連関を要求し、処罰範囲を拡張する
解釈は、可能である。しかし、それが妥当であるかについては、検討が必
（54）　それゆえ、因果関係に関するさまざまな理論（合法則的条件関係、相当因果関
係説、客観的帰属論）の採否により、直接に帰結を導けるものではない。
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要である。
　以下では、まず、わが国の議論を確認する。わが国において暴行・脅迫
の手段性はどのように捉えられているかを析出することを試みる。そのう
えで、これまでのドイツの議論を下地に、暴行・脅迫に手段性を肯定する
ためには、客観的連関が必要か、必要であるとすれば、その具体的内容は
どのようなものであるべきかを検討しよう。
3 　わが国における議論状況
　わが国では、手段性それ自体の具体的内容は、十分に議論されていな
い。そこで、わが国では、強盗罪における暴行・脅迫の相手方をいかなる
範囲に限定し、いかなる能力を有する者に限定するかの議論を参照する。
これまでにみたように、手段性の具体的内容は、暴行・脅迫がどのような
者に加えられる必要があるのかという問題において顕在化する。それゆ
え、学説・判例が暴行・脅迫の相手方をいかに限定するかをみることによ
り、わが国において手段性がいかなる内容を有するものと理解されている
かが明らかになることが期待できるからだ。
　わが国では、暴行・脅迫は、どのような者に対して加えられなければな
らないと解されているか。
①　暴行・脅迫の相手方の範囲の限定
　暴行・脅迫が財物の占有者に加えられた場合、通常、強盗罪は成立す
る。問題は、占有者以外の第三者に暴行・脅迫が加えられた場合である。
（ 1）　無限定説
　かつては暴行・脅迫の相手方の範囲に限定を加えるべきではないとの見
解も有力に主張されていた。「事後強盗の場合において暴行・脅迫の相手
方は誰であるかを問わないのであるから、これとの比較上、第三者の範囲
を限定しない方がよい
（55）
」とする見解である。このような見解にあっては、
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暴行・脅迫と財物奪取との客観的連関は問題とならないだろう。暴行・脅
迫の相手方が財物の占有保護に関心を有しない者であっても、十分とな
る。とすれば、暴行・脅迫が客観的には財物奪取になんらの寄与をしなく
とも、強盗罪は成立しうる。もっとも、この見解にあっても、暴行・脅迫
の時点で財物奪取の意思がなければならないと解している
（56）
から、主観的に
は財物奪取を追求している必要がある。そうすると、相手方を無限定とす
る見解にあっては、暴行・脅迫の手段性とは、主観的に財物奪取のために
暴行・脅迫を行うことを意味することになる。すなわち、ドイツの議論に
おける主観説に著しく接近することになる。
　しかし、相手方を無限定とする見解には疑問がある。この見解は、事後
強盗罪との平仄を論拠とする。たしかに、事後強盗罪は、暴行・脅迫の相
手方が窃盗の被害者である必要はない。しかし、無限定ではないだろう。
　東京高判昭和27年 6 月26日高刑判特34号86頁は、被害者宅から米俵を
盗み出したのち、200m離れたところで、警ら中の警察官に暴行を加えた
事案につき事後強盗罪の成立を否定している。同判決は、「刑法第238条に
所謂窃盗逮捕を免れる為め暴行又は脅迫をなしたときとは、窃盗犯人が当
該犯行の機会若しくはその犯行現場又はこれと同視すべき場所において、
当該窃盗犯人としての逮捕を免れる為めに暴行又は脅迫を為したことを謂
うのであつて、仮に時間的に犯行と近接していても、犯行の現場と全然異
る場所において、而も当該窃盗犯人としての逮捕を免れる為めに非ずして
暴行又は脅迫を為した場合はこれを包含しないものと解すべき」とし、
「暴行〔は〕……当該犯行〔米俵の窃取〕の目撃者ではなく、従つて当該
犯行とは全然無関係に、折柄警邏中の……巡査Aから呼び止められ、職
務質問をされんとして懐中電灯で照らされるに及んで逮捕を免れんが為め
為されたものであるから、原判決がこれに対して刑法第238条を適用しな
かつたのは、寧ろ当然」とするのである。ここでは、前段の判示はあたか
（55）　江家義男『増補 刑法各論』（1963年）297頁。
（56）　江家・前掲注（55）296頁。
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も「逮捕を免れるため」という目的要件を否定したかのようにも解しうる
が、しかし、職務質問を受けた際に被告人に逮捕免脱の目的が備わってい
たことが認められている。ここでは、主観的要件が否定されているのでは
なく、「窃盗の機会」の要件の充足が否定されていると見るべきである。
しかしながら、暴行・脅迫の現場は窃盗の現場から、200mしか離れてお
らず、場所的離隔が窃盗の機会を否定する根拠であるとは解しがたい
（57）
。む
しろ、ここで窃盗の機会を否定する理由は、暴行・脅迫の相手方が窃盗の
目撃者ではなく「全然無関係に、警邏中」であったことに求められよう。
暴行・脅迫が窃盗と無関係な者に対してなされたときは、窃盗の機会が否
定される。
　近時、判例では窃盗の機会の判断として、「追及可能性」に言及される
ことが多い。最決平成14年 2 月14日刑集56巻 2 号86頁は、窃盗の犯行後約
3時間にわたり窃盗現場の天井裏に潜んでいたところ、窃盗被害者からの
通報を受けた警察官に逮捕されそうになったので、警察官に暴行を加え、
傷害を負わせた事案につき、「被害者等から容易に発見されて、財物を取
り返され、あるいは逮捕されうる状況が継続していた」として、事後強盗
罪（強盗致傷罪）の成立を肯定する。また、最判平成16年12月10日刑集58
巻 9 号1047頁は、住居侵入窃盗を終え、現場から一旦離れたのち、再び窃
盗現場に侵入しようとしたところ、被害者らに発見されて追及を受けたた
め、脅迫を加えたという事案につき、「被害者等から容易に発見されて、
財物を取り返され、あるいは逮捕されうる状況はなくなったものというべ
きである」として、事後強盗罪の成立を否定する
（58）
。追及可能性の有無によ
（57）　広島高判昭和28年 5 月27日高刑判特31号15頁は、窃盗現場から 1 km離れた場
所で、窃盗の被害者に暴行を加えた事案につき、事後強盗罪（強盗致傷罪）の成立
を肯定する。
（58）　さらに下級審では、東京高判平成17年 8 月16日高刑集58巻 3 号38頁（隣家に侵
入し、窃盗を行ったのち自宅に戻ったが、再び隣家に侵入して被害者を殺害した事
案につき、事後強盗罪（強盗殺人罪）を否定）、福岡高判平成24年10月 4 日 LEX/
DB 25483398（スーパーマーケットで窃盗を行ったところ、同店の警備員から追跡
を受けたので、同人に追跡を断念させるため無関係の通行人に処刑の包丁を突き付
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り窃盗の機会を判断すれば、潜在的にせよ追及可能性がない者に対する暴
行・脅迫は、事後強盗罪の成立が否定されることになろう。事後強盗罪に
おいても、暴行・脅迫の相手方は事実上限定されている
（59）
。
　事後強盗罪と同じように、強盗罪においても、暴行・脅迫の相手方の範
囲を限定すべきではないとする論理は、前提を欠く。むしろ、事後強盗罪
と同じように、強盗罪においても客観的に暴行・脅迫の相手方を限定すべ
きであろう。
（ 2）　限定説
　学説の大勢は、強盗罪において、暴行・脅迫の相手方に一定の客観的限
定を課しているように思われる。広狭は必ずしも一致をみないものの、た
とえば、「財物の保持に協力すべき立場にある者
（60）
」、「客観的に既に財物強
取の障害になっている者
（61）
」などの限定が示される。
　これらの見解にあっては、相手方の範囲は客観的に画されているから、
このような者以外に対して暴行・脅迫を加え、反抗を抑圧して財物を奪取
した場合、暴行・脅迫の時点でたとえ財物奪取を目的としていたとして
も、強盗罪の成立はないことになる。たとえば、民家に侵入し、空き巣窃
けるなどした事案につき、事後強盗罪の成立を肯定）などで、同様の判断基準が用
いられている。
（59）　判例において窃盗の機会の判断に関して行為者と暴行・脅迫の相手方との人的
関係が考慮されていることにつき、大野勝則「判解」法曹会編『最高裁判所判例解
説刑事篇（平成16年度）』（2007年）594頁。福岡高判平成24年10月 4 日（前掲注
（58））も、通行人に対する暴行が、追跡者である警備員に対する脅迫となっている
ことに注意が必要である。なお、学説では行為者と追及者の「犯行時・犯行現場と
同様の緊迫した対立関係」（山口厚『新判例からみる刑法』（第 3 版、2015年）229
頁）、ないし、「衝突状況」（嶋矢貴之「判批」ジュリスト1247号（2003年）167頁）
が窃盗の機会の基準として示されることがある。これらの基準による場合も、追及
者の追及可能性を前提としている（嶋矢・167頁は、被害者側の追及の動機付けに
言及する）から、暴行・脅迫の相手方もおのずと限定されよう。
（60）　山口・前掲注（ 6）219頁。同旨、中森喜彦『刑法各論』（第 4 版、2015年）
121頁。
（61）　伊東・前掲注（ 6）168─169頁。同旨、高橋・前掲注（ 6）264頁。
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盗を行なう際に、通行人に対して暴行・脅迫を加えたとしても、「財物の
保持に協力すべき立場」になかったり、「強取の障害」になっていなかっ
たりすれば、強盗罪は成立しないということになる
（62）
。行為者の主観として
財物奪取を目的とした暴行・脅迫があったとしても、強盗罪の成立が否定
されるとすれば、ここでは、客観的要素を理由として暴行・脅迫の手段性
が否定されることになる。すなわち、基準こそ帰一しないにせよ、通説
は、手段性を肯定するためには主観的に財物奪取を追求しているだけでは
足らず、暴行・脅迫と財物奪取の間に客観的連関の存在を要求していると
理解できる。つまり、暴行・脅迫は、（少なくとも）奪取に対するありえた
障害を排除し、客観的に財物奪取を可能にするか、または、財物奪取の役
に立ち、これを促進するものでなければならない。そうでなければ、暴
行・脅迫は手段性を欠くとして、強盗罪は否定される。
　暴行・脅迫の相手方の範囲に関する限り、わが国の通説は、手段性の肯
定のためには、主観的に財物奪取を追求しただけでは足りず、暴行・脅迫
と財物奪取の間に客観的連関が存在することをも要求している。これは、
先に見たドイツの客観説の立場に接近する。
②　相手方の能力
　このように客観的連関を要求するとすれば、暴行・脅迫の相手方が抵抗
能力を備えないか、乏しい場合にも強盗罪の成立が否定される。このよう
な抵抗能力を備えない者や乏しい者に暴行・脅迫を加えたところで、その
行為は財物奪取を可能にすることはないし、また、促進することもないか
らである。
　暴行・脅迫の相手方が抵抗能力を失った場合として、典型的な事例は、
反抗抑圧後の財物奪取の意思の事例である。通説は、暴行・脅迫が財物奪
取の意思なく行なわれ、相手方の反抗が抑圧された後に、財物奪取の意思
を抱いた場合、新たな暴行・脅迫がなければ強盗罪は成立しない、とす
（62）　林・前掲注（ 8）209頁参照。
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る。しかしながら、他方で、新たな暴行・脅迫が存在しさえすれば、強盗
罪の成立が認められているように思われる。反抗抑圧後の財物奪取の事例
では、強盗罪の成立を肯定するために、暴行・脅迫は「通常に比して（そ
れ自体としては）程度の低いもので足りると解されるし……、また反抗抑
圧状態を維持・継続させるもので足りるのである
（63）
」。暴行・脅迫の相手方
の範囲を客観的に限定する見解をとる論者からも、このような指摘がなさ
れる。しかしながら、反抗抑圧状態がすでに生じている場合、このような
程度の低い暴行・脅迫がなかったとしても、同じように財物奪取がなしえ
たのではなかろうか。
　このような疑問を前提に、反抗抑圧後の財物奪取の意思の事案を取り扱
った 2つの裁判例をかえりみる
（64）
。福島地判昭和38年 2 月12日下刑集 5巻 1
＝ 2 号88頁、及び、東京高判昭和48年 3 月26日高刑集26巻 1 号85頁は、双
方とも、財物奪取の意思なく暴行が加えられた後、にわかに財物奪取の意
思を抱いたという典型的な反抗抑圧後の財物奪取の意思の事案である。裁
判所は、前者にあっては暴行を受けた被害者に対して「時計をよこせ」と
申し向けたこと、後者にあっては「『金はどこにあるのか』……などと言
いながら、その〔被害者〕背広左内ポケットに手を差し入れて懐中をさ
ぐ」ることが、財物奪取の手段である脅迫行為であったとして、強盗罪を
肯定する。しかし、この両事案において、現実に行なわれた脅迫的言動を
取らなかったとしても、相手方は十分に畏怖しているのだから、同じよう
に財物奪取はなしえたのではなかろうか。前者では、交付を要求せずに自
ら直接に奪えばよく、後者においても言辞を申し向けなくとも奪取をなし
えたであろう。暴行・脅迫と財物奪取との間に因果関係を要求するとすれ
ば、この存在は疑わしく、また、促進関係も存しない疑いがある。少なく
（63）　山口・前掲注（ 6）222頁。
（64）　この余については、拙稿「反抗抑圧後の財物奪取の意思をめぐる判例の新しい
動向─物理的反抗抑圧事例をめぐる 3つの判例を中心に─」早稲田大学大学院法研
論集156号（2015年） 1頁以下を参照されたい。
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とも、このような脅迫と財物奪取の客観的連関について、十分な検討を経
ているとは思われない
（65）
。反抗抑圧後の脅迫行為時に、財物奪取を主観的に
追求していることのみをもって、脅迫行為に手段性を肯定できるとすれ
ば、これは主観説の立場である。
③　小括
　暴行・脅迫の手段性をいかにとらえるか。この対立が顕在化する場面を
見る限り、わが国の学説は、ある場面では、暴行・脅迫と財物奪取の客観
的連関を要求しているように思われるのに対し、また、ほかの場面では、
客観的連関を不要とし、少なくとも、その存否の検討を放棄しているよう
に思われる。ドイツにおける学説を下敷きにすれば、事案ごとに客観説と
主観説の使い分けが行なわれているようにみえる。
　しかし、暴行・脅迫の手段性が強盗罪の構成要件要素である以上、事案
ごとにその具体的内容が異なるべきではない。わが国の強盗罪における暴
行・脅迫の手段性の具体的内容として、いかなる要件を課すことが適切
か。事例群の検討を通じて析出する。
4　暴行・脅迫の手段性の具体的内容─事例群を通じた検討
①　暴行・脅迫の相手方の範囲
（ 1）　第三者を占有者と誤認した場合
ⅰ．問題の整理
　まず、検討の端緒とすべきは、無関係な第三者を占有者と誤認して、そ
の者に対して暴行・脅迫を行なった場合である。たとえば、駅の構内でカ
バンの置き引きを計画したが、その傍らに持ち主らしき人が立っていたの
で、真実は無関係な第三者であるにもかかわらず、これが占有者であると
誤解して、その者を殴り倒したような場合（以下、「錯誤事例」とする）で
（65）　小暮得雄ほか編『刑法講義各論』（1988年）187頁〔前田雅英〕参照。
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ある
（66）
。
　この錯誤事例においては、主観説と客観説で結論が相違する。すなわ
ち、一方で、主観説によれば、暴行は明白に財物奪取を目的としてなされ
ているのであるから、強盗罪が成立することになる。他方で、客観説によ
れば、この暴行は（特段の事情のない限り）財物奪取と条件関係に立たな
いばかりか、促進関係すら肯定できないだろう
（67）
。この錯誤事例は、主観説
と客観説の分水嶺である。はたして、錯誤事例において、暴行・脅迫の手
段性を肯定すべきか。
ⅱ．占有侵害の現実的危険を有する暴行・脅迫
　暴行・脅迫が財物の占有者に加えられた場合、強盗罪は成立する。錯誤
事例では、一方で、行為者の表象によれば占有者に対する暴行であり、他
方で、客観的には無関係の第三者に対する暴行である。暴行・脅迫の相手
方は、行為者の表象によれば、強盗罪の成立しうる者であったが、客観的
にはそのような者でなかった。いわば客体の不能の事例状況である。
　特定の犯罪の未遂犯が成立するためには、その犯罪の既遂実現の現実的
危険性が発生しなければならない。強盗未遂犯の成立が認められるために
は、強盗罪の既遂実現の現実的危険が生じていなければならない。すなわ
ち、財物の占有侵害の現実的危険が生じる必要がある。
　一般に、強盗罪の未遂犯の成立時期は、暴行・脅迫の開始時点であると
される
（68）
。この認識は、暴行・脅迫が開始されさえすれば、財物の占有侵害
が生じる現実的危険が発生する
（69）
、という認識を意味していると解される
（70）
。
（66）　Brandts, a.a.O. （Fn. 46）, S. 124.
（67）　Günther, a.a.O. （Fn. 12）, §249 Rn. 36 は、客観説の立場から強盗未遂罪の成
立にとどまるとする。
（68）　さしあたり、大塚仁『刑法概説（総論）』（第 4 版、2008年）176頁、大谷實
『刑法講義総論』（新版第 4版、2012年）369頁、野村稔『刑法総論』（補訂版、1998
年）334頁。これに対し、手段行為の直前行為で着手をみとめるべきとするものに、
佐藤拓磨「実行の着手と実行行為」法学研究82巻 1 号（2009年）374頁。念のため
付言すれば、この立場も本稿の論旨とは矛盾しない。
（69）　Vgl., Schünemann, a.a.O. （Fn. 26）, S. 352 は、暴行・脅迫行為が奪取行為の
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裏返せば、このような財物の占有侵害の現実的危険を生じさせるような暴
行・脅迫でなければ、強盗罪構成要件に該当する暴行・脅迫とはいえない
と解される。強盗罪における暴行・脅迫に該当するためには、その暴行・
脅迫がこの現実的危険を生じさせたか、それを有意に高めたことが要求さ
れるべきことになる。
　錯誤事例における暴行・脅迫行為に強盗罪の未遂犯の成立を肯定できる
か。錯誤事例では、行為者の表象によれば、暴行・脅迫の相手方が奪取に
対する障害であるが、客観的にはこの相手方が奪取の障害とならない者で
あった。危険性の判断として、行為者の表象した行為状況のみを基礎とし
て危険性を判断する立場（抽象的危険説・主観的危険説
（71）
）による場合であれ
ば、暴行・脅迫に財物の占有侵害の危険性を肯定することが可能である
（72）
。
しかし、現在では、この立場は支持されず、危険性の判断は客観的な行為
状況の制約に服すべきとされ、客観的事情、ないし、一般人の認識が危険
性判断の基礎に置かれるべきとされることが一般である。そうすると、錯
誤事例では、奪取の障害とならない者に暴行を加えたところで、財物の占
開始であるとする。なお、野村・前掲注（68）334頁も参照。
（70）　この認識に疑義が生じる場合もある。暴行・脅迫がなされても、財物の占有侵
害までは重大な障害がある場合、強盗の着手を否定すべきである。これに対し、結
合犯固有の法益侵害性に対する危険という観点から、結合犯においては未遂犯成立
時期の前倒しを正当化できるとする見解もある（山口厚『問題探究 刑法総論』
（1998年）211─212頁参照）。論者は、単純逃走罪にあっては、逃走行為への着手が
必要であるが、加重逃走罪においては（逃走の着手に至らず）暴行・脅迫行為等へ
の着手で足りることを論拠とする（同頁）が、この相違は、前者にあっては、逃走
に着手するまでには（すでに逃走可能な状態であっても）行為者の行為によって
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
既
遂結果発生の危険が高められておらず、他方で、後者にあっては、手段行為の着手
によって危険が有意に高められていることによるのではなかろうか。
（71）　木村亀二（阿部純二増補）『刑法総論』（増補版、1978年）356頁、齊藤金作
（内田一郎補訂）『刑法講義』（補訂版、1996年）96頁。
（72）　抽象的危険説・主観的危険説によれば、行為者の表象に従い、暴行・脅迫の相
手方が占有者であったと仮定して危険性の判断を行なうから、錯誤事例では、暴
行・脅迫の実行行為性の判断に関する限り、通常の強盗罪の場合と変わるところは
ない。
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有侵害の危険を高めたとはいえない。暴行・脅迫行為に財物の占有侵害の
危険性を要求し、その危険性の存否の判断に際して、客観的事情・一般人
の認識による制約を課すべきとするとすれば、錯誤事例について（原則と
して）強盗罪の成立を否定すべきである。Kindhäuser のかつての主張
（客観的目的─手段連関）が、暴行・脅迫はこのように客観的に財物奪取の
危険性を高めたことを要するとするのであれば、このような連関は、強盗
罪の成立に不可欠な要件であると理解できる。
　主観説は、行為者の主観のみを基準として手段性を判断し、財物奪取を
追求した暴行・脅迫があれば手段性を肯定するが、以上の理由から、この
見解は、採用しえない。客観説が基本的に適切な立場である。次に、客観
説の具体的内容として、暴行・脅迫と財物奪取との間に必要とされる客観
的連関を更に具体化しよう。手段性を肯定できる相手方の客観的範囲を検
討する。
（ 2）　罪証としての相手方─訴追可能性の排除
ⅰ．現実的危険の対象
　事後強盗罪との平仄を重視し
（73）
、暴行・脅迫の相手方の客観的範囲とし
て、財物の占有者や財物の占有を保護する者はもとより、より広く「犯行
の目撃者として犯行露見、現行犯逮捕の端緒となりまたは犯人の罪責証明
の有力な人証となり得る立場にあるもの」で十分とする見解がある
（74）
。
　人証になりうる他者に対して暴行・脅迫を加えることは、直接には、司
法作用に対する侵害・危殆化である。暴行・脅迫は、強盗罪において財物
奪取の手段として規定されているのであって、司法作用に対する侵害ない
しは危殆化のために規定されているものではない。暴行・脅迫は財物の占
（73）　団藤重光編『注釈刑法（ 6）　各則（ 4）§§235～264』（1966年）113頁〔藤木
英雄〕は、事後強盗罪の相手方として、「236条において、暴行・脅迫の相手方は、
財物奪取の障害となり得る者であれば足りると解されていることとの均衡上」、238
条の規定する目的達成のために暴行・脅迫の相手方として相当と認められる者の全
てを含む、と指摘する。
（74）　藤木・前掲注（73）90頁。
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有侵害の現実的危険を生じさせるものでなければならないのである。人証
になりうる他人に対する暴行・脅迫が財物奪取の危険を生じさせたことを
示さなければならない。
ⅱ．奪取行為自体に対する心理的促進
　ここで考えられうるのは、Brandt が指摘する心理的促進関係であろう。
人証を隠滅することで、行為者は、いわば「安心して」財物奪取を行ない
うる。とすれば、人証になりうる者に対して暴行・脅迫を加えることで、
財物奪取はより促進されよう。たとえば、財物奪取に先立って目撃者にな
りそうな人物を殺害すれば、その後の財物奪取は周囲の目を気にすること
なく、容易に行なうことができる。いわば、殺害行為が、行為者の心理を
介して、のちの財物奪取行為を促進する。この限りで、目撃者に対する暴
行・脅迫であっても、財物奪取に対する危険を生じさせることが可能であ
る。
　問題は、このような行為者の心理を介した促進関係で、暴行・脅迫の手
段性を肯定することができるか、である。
　行為者が無関係な第三者を占有者であると誤解して、その者に暴行を行
い、財物奪取を遂げた場合（錯誤事例）でも行為者の心理を介した促進関
係は肯定できる。この場合、行為者は、暴行が財物の占有者に加えられて
いると誤信しているから、この暴行が財物奪取の障害を排除したとの表象
を得る。そうすると、暴行を行なったことで、行為者は安心して奪取行為
に及ぶことができる。行為者のこの心理過程のみを観察すれば、暴行は奪
取を促進したといいうる
（75）
。しかし、この錯誤事例については、財物の占有
侵害が生じる現実的危険が客観的には発生していないとして、強盗罪の成
立を否定すべきであった。この結論を是認するとすれば、暴行・脅迫が行
為者の心理を介してのみ財物の占有侵害を促進しうる程度では、有意に危
険が高められたというべきでないこととなる。
　このような観点からすると、「目撃者や罪責証明の有力な人証となり得
（75）　Brandts, a.a.O. （Fn. 46）, S. 124.
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る立場」の者に対して暴行・脅迫を行なった場合でも手段性を肯定すると
いう見解は、暴行・脅迫の相手方の客観的範囲として、広きに逸する。こ
れらの者に対する暴行・脅迫は、財物奪取行為を逮捕や処罰のおそれなく
安心して行うことができる限りの行為者の心理を介した促進関係しか有さ
ない。このような促進関係のみでは、暴行・脅迫に手段性を認めるには不
十分であると理解されるべきである
（76）
。
（ 3）　財物奪取に対する現実の障害としての相手方
　暴行・脅迫は、財物奪取に対する障害を排除することにより財物奪取の
現実的危険を生じさせるものでなければならない。しかし、後日の訴追可
能性など、奪取行為に対していわば間接的に作用する障害では不十分であ
り、奪取行為それ自体に対する障害でなければならない。このような障害
を排除する場合として、典型的な例は、現に占有を守るべく奪取に対する
抵抗を行っている者に対して、暴行・脅迫を行う場合であろう。
　まずカバンを奪い取ったところ、被害者が追いすがってこれを取り戻そ
うとするのを、暴行を加えるなどして昏倒させた場合（最判昭和24年 2 月
15日刑集 3 巻 2 号164頁）や、いわゆるひったくり事案で、自動車から手を
伸ばして被害者が握持するハンドバッグに手をかけたところ、被害者がこ
れを取られまいとバッグを離さなかったため、そのまま自動車を進行させ
て、被害者を引きずり転倒させる暴行を加えた場合（最決昭和45年12月22
日刑集24巻13号1882頁）など、暴行・脅迫の相手方が現に財物を奪取され
まいと抵抗している場合、この抵抗を排除しなければ、奪取の完遂はない
だろう。それゆえ、この抵抗を排除する暴行は、奪取の完遂の前提であ
り、暴行により初めて奪取が可能になったということができる。暴行・脅
迫は、財物奪取の完遂の必要条件であり、暴行・脅迫により生じた財物の
占有侵害の危険性がまさに実現している。暴行・脅迫と財物奪取の間に因
果関係が肯定でき、暴行・脅迫に手段性を肯定できる。
（76）　私見によれば、このような心理的因果性は、手段性を肯定するための十分条件
ではないが、必要条件である（拙稿・前掲注（52）17─18頁）
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　これらの事案では、暴行・脅迫の相手方が財物の占有者であるが、奪取
に対する抵抗行動が、現に行なわれているという場合、それが占有者によ
ってなされていることは不要であろう。たとえば、占有者が身辺に置いた
荷物を占有者が不知のうちに奪おうとしたとき（いわゆる置引き）、第三者
に見とがめられ、追いすがられたような場合、この抵抗を排除しなければ
奪取は完遂できない。このような抵抗行動を排除することで、奪取の完遂
は初めて可能になる。奪取に対する抵抗行動に出た者が、占有者であろう
と、その他の第三者であろうと、暴行・脅迫が財物奪取完遂の必要条件で
あるとすれば、ともに、暴行・脅迫に手段性を肯定すべきである。
　もっとも、このような場合、奪取を完遂するにあたって無視できる程度
の抵抗行動や、単に罪跡の確保に過ぎないような抵抗行動は考慮すべきで
ない。たとえば、空き巣窃盗の事案において、侵入前に通りがかりの通行
人から怪しまれたので、殴りつけて気絶させた場合
（77）
、この「怪しむ」程度
の障害は、財物奪取を完遂する上では無視できる程度である。このような
場合にまで、手段性を肯定すべきでない
（78）
。
（ 4）　奪取に対する可能的障害としての相手方
ⅰ．相手方の範囲の限定の必要性
　しかし、現実に抵抗行動がとられたことを常に要求することは適切では
ない。暴行・脅迫が現実の抵抗を排除して、財物奪取を初めて可能にした
という場合にしか、手段性を肯定できないとすれば、客観説に加えられた
批判が妥当する。暴行・脅迫と財物奪取の間に条件関係を求めることによ
る不当な処罰範囲の制約である。
　暴行・脅迫が、財物の占有者に対して加えられた場合には、抵抗行動が
（77）　山口厚『問題探究 刑法各論』（1999年）131─132頁参照。
（78）　通行人が被告人に対する刑事訴追の端緒となりうる可能性があるが、それのみ
によっては手段性を肯定できないことは前述した（（ 2）ⅱ）とおりである。なお、
山口・前掲注（77）131─132頁は、通行人に怪しまれたに過ぎない場合に強盗罪を
否定すべき理由を、暴行・脅迫の相手方は占有者、または、これを補助する者に限
るべきとの理解から基礎づける。
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とられなかったとしても、強盗罪を認めることに異論はないだろう。この
場合、なぜ、財物の占有者が奪取の障害になりうるか。これは、財物の占
有者は、財物のいわれなき奪取に対して抵抗することが通常であるという
認識に基礎づけられる
（79）
。暴行・脅迫に手段性を肯定するためには、ありう
る抵抗行動を予め排除することで十分である。財物の占有者のように、奪
取に対して抵抗行動をとる可能性がある者に暴行・脅迫を加え、その者の
抵抗行動の可能性を排除・低減させるとき、この暴行・脅迫は、財物奪取
をより確実に行える状況を創出する。その創出された客観的な状況に基づ
いて奪取が行われた以上、暴行・脅迫は、奪取を促進したと評価できる。
それゆえに、手段性を肯定できると理解すべきである。問題は、いかなる
者が抵抗行動に出る可能性がある者か、である。
　暴行・脅迫の相手方の範囲について、法的義務の存在に言及する見解が
ある
（80）
。たとえば、店舗の従業員や警備員に対して暴行を加えて、その店舗
に所在する商品を奪ったような場合、強盗罪を肯定するべきであろう。こ
の場合、従業員・警備員は、雇用契約などから、財物の占有を保護する法
的義務がある
（81）
から、無断で店舗の商品を持ち去ろうとする者がいれば、こ
れを阻止する抵抗行動に出るだろう。それゆえ、これらの者に暴行・脅迫
を加えることで、財物奪取をより確実に行いうる状況を創出することがで
きる。暴行・脅迫は財物奪取を十分に促進している。
　しかし、暴行・脅迫が占有を保護する法的義務がある者に加えられさえ
すれば、ただちに強盗罪の成立を肯定することには、疑問がある。たとえ
ば、警備員と行為者とが共謀し、行為者が、警備員が勤務中の店舗に侵入
する際、警備員が侵入の手引きをして、財物奪取を行なう場合を例に取ろ
う
（82）
。この場合、仮に行為者が、共犯者である警備員を警備の職務に忠実な
（79）　Vgl, Hörnle, a.a.O. （Fn. 24）, S. 1154f.
（80）　木村亀二『刑法各論』（1967年・復刻）119頁。また、Reinhard Frank, Das 
Strafgesetzbuch für Das Deutsche Reich, 51.─54. Aufl., 1931, S. 549.
（81）　たとえば、警備業法 2条 1 項 1 号及び 4項では、警備員は「盗難等の事故の発
生を警戒し、防止する業務」に従事するものとされる。
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他の警備員と見間違って、暴行を加えた場合、強盗罪を否定すべきであ
る。この事例では、錯誤事例で強盗罪を否定すべき根拠が、より強く妥当
するからである。行為者の暴行は、財物の占有侵害の現実的危険を生じさ
せるどころか、その危険を減少させさえしている。共犯者である警備員に
占有を保護する法的義務があるとしても、その履行が期待できないとすれ
ば、警備員に対する暴行は、手段性を欠く。
　占有を保護する法的義務がある者に対して暴行・脅迫が行なわれた場合
に、この暴行・脅迫に手段性を肯定すべき根拠は、このような法的義務を
負う者は、財物奪取が行われようとすれば、それを妨げるように行動する
ことが規範的に期待され、人は規範的に期待されることを通常は行うか
ら、現実にも抵抗行動に出ることが強く予測されることに基礎づけられ
る。強盗罪の肯否を分かつは、法的義務の存在からから推測されるところ
の、現実に抵抗行動に出ることの可能性の有無である。法的義務の存在
は、抵抗行動に出る可能性の徴憑にすぎず、法的義務があることからただ
ちに、その者に対する暴行・脅迫に手段性を肯定することは適切でない。
とすれば、反対に法的義務がなくとも、抵抗行動に出る事実上の可能性が
ある者であれば、その者に対する暴行・脅迫に手段性を肯定してよいだろ
う。このような暴行・脅迫は、ありえた障害を排し、財物奪取をより確実
に行いうる状況を生じさせているからである。
　しかしながら、抵抗行動に出る事実上の可能性がある者の全てが暴行・
脅迫の相手方として十分であるとはいえない。一般通常人も、無関係の第
三者の財物がいわれなき奪取にさらされるとき、正義感・公益心から、こ
れを阻止すべく抵抗行動に出ることはあるかもしれない。しかし、このよ
うな正義感・公益心の存在ゆえに一般通常人が抵抗行動に出る可能性があ
るとして、このような者に対する暴行・脅迫であっても、強盗罪を構成す
るとすれば、この帰結は、無限定説とかわるところはない。一定の限界を
（82）　Seelmann が用いる設例に改変を加えた（Vgl., Seelmann, a.a.O. （Fn. 12）, S. 
203.） 
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課す必要がある。一般通常人が、正義感や公益心の発露ゆえに抵抗行動を
起こす可能性よりも、より高い可能性をもって抵抗行動に出ることが予測
される者に対して暴行・脅迫が加えられた場合にのみ、強盗罪の成立を認
めるべきである。
ⅱ．相手方の範囲
　財物の占有者以外の者に対して暴行・脅迫が加えられた事案として、ド
イツでは次のものがある。連邦通常裁判所1995年 4 月20日判決（BGHSt 
41, 123）は、被告人らが、Aを殴りつけ、失神させたのち、Aが身に付け
ている腕時計を奪うことを思いつき、この現場で一部始終を目撃していた
Aの交際中のパートナーであるBに命じて、Aの腕から腕時計を外して、
交付するように要求した事案である。同判決は「〔強盗的〕恐喝罪の構成
要件が保護するのは、財産と意思の自由である。この両者の法益の担い手
が同一である必要はない……。……被強要者が他人の財産的価値のある対
象物について占有補助という意味で法的な処分権限や事実上の支配力を有
していることを要件とはしない。……〔ただし、〕強要の被害者が、遅くと
も所為が行なわれた時点で、財産の所持者の味方であるという密接な関係
（Näheverhältnis）が被強要者と財産上の被害者との間になければならな
い」として、本件では、財産の所有者AとそのパートナーBの間に密接
な関係が肯定できるとして、強盗的恐喝罪の成立を肯定している。より人
的関係が希薄な場合としては、連邦通常裁判所1952年11月 6 日判決
（BGHSt 3, 297）がある。同判決は、被告人ら 3 名が、A及びその以前か
らの友人の Bと公道を歩いている際に、突然、Bに対して因縁を付けて
暴力を振るい、追い払ったあと、Aを公園内に誘い込み、公園内でAに
暴行・脅迫を加えて、その財物を奪った事案である。当時のドイツ刑法典
250条 1 項 3 号は、「公の道路」で強盗が行なわれた場合に加重強盗罪とし
て通常の強盗罪よりも重い処罰を定めていた
（83）
。Aに対して暴行・脅迫が
（83）　旧250条 1 項 3 号は、「強盗が公の道路、街路……でおこなわれたとき」は 5年
以上の重懲役を科す（訳は法務大臣官房司法法制調査部編『ドイツ刑法典─ 一九
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行なわれた公園は「公の道路」に該当しないため、その前に路上で行なわ
れた B に対する暴行が強盗罪を構成するかが争点となった
（84）
。連邦通常裁
判所は、B に対して暴行を行なった時点で、強盗罪の着手を認めた。同判
決は、「B を追い払うことで、すでに A の財産に対する危殆化が生じてい
る。なぜならば、B が追い払われることで、A は、 1 人で 3 人と対峙する
ことになったからである。このような危殆化は、すでに奪取行為の一部な
のである。…… B に対して攻撃を加えることで、A の財産についての攻
撃も開始されているのである」と判示する。B を排除することは、A の
財産を危殆化する。裏から表現すれば、B が排除されなければ、A の財
産はより安全な状態であったということである。つまり、公の道路で暴行
を受けた B は、友人である A の財産が侵害されそうなとき、これを守る
べく行動に出でたであろうことが予測される。このような抵抗行動が客観
的に強く予測されている者に対して暴行・脅迫を働く場合、強盗罪を肯定
してもよいだろう。
　わが国でも、このような第三者に暴行・脅迫が加えられた場合に強盗罪
を肯定するものがある。東京高判平成15年 3 月20日判時1855号171頁は、
被告人らが、A に暴行を加え、意識不明に陥らせた後、にわかに財物奪
取の意思を生じて、気絶している A の着衣から財布を抜き取る際に、A
と同行し、一部始終を見ていた A の交際相手の B 子から財布等の返還を
求められたことに対して脅迫した事案につき、次のように判示して、強盗
罪の成立を肯定する。「被告人両名が、財布及びその在中物の占有を A か
ら奪って、その占有を確保するためには、B 子の抵抗を排除する必要があ
ったことは明らかである
（85）
。」本件では、B 子が財布の返却を求めたり、そ
のために被告人の衣服を掴んだりしたため、奪取を完遂するために B 子
六六年一月一日現在の正文─』（1967年）に依った。）と規定していた。
（84）　判例（ライヒ裁判所1902年 3 月 3 日判決（GA 49, 133））は、所為の一部が
「公の道路」で行われていれば、250条 1 項 3 号の加重強盗罪の成立が認められると
していた。
（85）　同判決の評釈として、本田稔「判批」法学セミナー600号（2004年）117頁。
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に対して脅迫を行なう必要性が多少なりとも認められ、それゆえに、脅迫
が奪取に対する現実の抵抗行動を排除したという関係も認められるかもし
れない。しかし、B子が返還を求めるなどの抵抗行動に出なかったとして
も、強盗罪の成立を肯定するべきであろう。B子は、財物の占有者Aと
密接な人的関係にあり、その人的関係ゆえに、Aの財物が奪取にさらさ
れるとき、抵抗行動に出ることが強く予測されるからである。
　奪取に対して現実の抵抗行動がなされていない場合は、一般通常人より
も奪取行為を妨害する抵抗行動に出る可能性が高い者に対して暴行・脅迫
が行なわれた場合にのみ、強盗罪を肯定すべきである。抵抗行動に出る高
い可能性がある者とは、財物の占有者、財物の占有を保護する法的義務が
ある者、財物の占有者（所有者）と密接な人的関係がある者などがあげら
れよう
（86）
。これらの者は、占有という事実、法的義務の存在、占有者との人
的関係という事情により、通常の場合、一般通常人よりも強い財物の占有
保護の動機づけが与えられる。抵抗行動に出る可能性も高い。
（ 5）　小括
　以上の検討の限りでは、暴行・脅迫の「手段性」の具体的内容は、次の
ようになる。（ 1）行為者が暴行・脅迫により財物奪取を追求していただ
けでは不十分であり、主観説は採用できない。暴行・脅迫と財物奪取との
間の客観的連関が必要である。（ 2）しかし、暴行・脅迫により刑事訴追
の可能性を排除するなど、「安心して」奪取が行えるという行為者の心理
を介した促進関係では不十分であり、（ 3）暴行・脅迫により奪取に対す
る抵抗行動を排除して、初めて奪取の完遂を可能にしたか、（ 4）抵抗行
動が行われる高い可能性がある場合、その可能性を予め暴行・脅迫により
排除・低減させて、財物奪取の完遂をより確実にすることが必要である。
　その帰結は、財物の占有保護と無関係な第三者に加えられた暴行・脅迫
には手段性が肯定できず（（ 1）、（ 2））、暴行・脅迫の相手方が、財物奪取
に対して現実に抵抗行動を行なっている者（（ 3））、または、財物の占有
（86）　同旨に、林・前掲注（ 8）209─210頁。
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保護に一般通常人よりも強い動機づけがあり、抵抗行動に出る高い可能性
がある者（（ 4））である場合に限り、手段性が肯定されうる。
②　暴行・脅迫の相手方の能力による限定
　現実の抵抗行動が行われていない場合、暴行・脅迫に手段性を肯定する
ためには、占有者自身やそれと密接な人的関係がある者など、占有保護に
強い動機づけがある者に対して暴行・脅迫が行なわれなければならない。
しかし、そのような者に暴行・脅迫を加えれば、常に手段性を肯定してよ
いかはまた検討を要する。つぎに、暴行・脅迫の相手方がいかなる能力を
有してなければならないかを検討する。
（ 1）　抵抗能力の不存在？─子ども・幼児の場合
　最判昭和22年11月26日刑集 1巻28頁では、家で留守番をしていた当時10
歳の子どもAに対して暴行・脅迫を行ない、その親の財物を奪った事案
につき強盗罪の成否が争われた。同判決は「強盗罪の成立には目的を遂行
するに障碍となる者に対してその抵抗を抑圧するに足る暴行を加へるとい
ふことで十分であつて……暴行を受けるものが十分の意思能力を持つてゐ
ることは必要ではない。……当10歳と云へば完全な意思能力はないまでも
或程度物に対する管理の実力を持つてゐるといふべきであつて同人が本件
犯行の現場に居合せたことは被告人が同家の物を盗むという目的を遂行す
るのに障碍となつたことは疑のないところである」として、強盗罪の成立
を肯定する。同判決において、Aに「管理の実力」があることが、同人
が奪取の障害たり得たことを裏付けるから、この「管理の実力」とは、財
物の奪取に対して抵抗する能力と理解できよう
（87）
。
　しかし、10歳程度の子どもが、みずから強盗犯人に立ち向かい、抵抗し
ようとも、奪取を阻止するに十分な障害たりうるかは疑問がある。子ども
の抵抗行動が行為者にとり無視できる程度であれば、これを排除すること
が財物奪取を促進した
（88）
とはいえないことになろう。むしろ、ここで奪取に
（87）　団藤重光＝福田平「判批」判例研究 1巻（1949年）30─31頁。
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対する抵抗行動として観念されうるのは、この子どもが隣家に侵入者の存
在を知らせたり、財物奪取に対する他人の抵抗行動を喚起したりなど
（89）
、第
三者の手を借りて財物奪取を阻止することと理解すべきである
（90）
。このよう
に解して初めて、10歳の子どもに対する暴行であっても、財物奪取の手段
性を肯定できる。手段性を肯定するためには、抵抗行動に出ると予測され
る者に対して暴行・脅迫が加えられなければならないが、そこでの抵抗行
動は、独力で行なう必要はなく、他者の介入を求めるということでも十分
である。暴行・脅迫がこのような障害を排除すること、つまり、第三者の
救助的介入の可能性を失わせるか、低減させるように作用すれば、手段性
を肯定でき、強盗罪の成立を肯定してよい。
　しかし、無条件に第三者の救助的介入の可能性までを考慮すると、たと
えば、分別のつかない幼児であっても、見知らぬ強盗犯人に接すること
で、泣き声を上げ、それが他の者に覚知され、その者などによる抵抗を受
けることもあり得るから、このような幼児に対して暴行を加えて昏倒させ
たような場合でも、強盗罪が成立しかねない。しかし、この場合、強盗罪
の成立を否定するのが一般であろう
（91）
。
　ここに一つの問題が生じる。10歳の子どもに対する暴行であっても、そ
の子どもが他者の救助を求める可能性を排除・低減し、他者による介入の
可能性を排除・低減した場合に強盗罪が認められることと同様に、幼児に
（88）　なお、子どもが人証として後日の刑事訴追のおそれを生じさせることも考え
られる。しかし、この刑事訴追のおそれを免れるための暴行・脅迫には手段性が肯
定できないことは、前述したとおりである（①（ 2）ⅱ）。
（89）　高田義文「判批」刑事判例研究会編『刑事判例評釈集　第 7 巻』（1951年）171─
172頁。
（90）　この論理は、子ども以外にも同様に妥当する。気の弱い成人であって、独力
では奪取者に立ち向かい得ない者に対する暴行・脅迫であっても、強盗罪を構成す
ることはもちろんである。
（91）　山口・前掲注（77）131─132頁。また、中山研一『刑法各論』（1984年）243頁
注（ 4）、前田・前掲注（ 2）187頁注 6）。前掲・最判昭和22年11月26日もある程
度の「物に対する管理の実力」を摘示し、消極的にこの「実力」が備わらない者を
相手方から排除していると理解できる。
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暴行を加えても、他者の介入の可能性を排除・低減することはできる。に
もかかわらず、なぜ、後者の暴行は、強盗罪を構成しないのであろうか。
　これは、両者の意思決定の能力の違いに求められるべきであろう。強盗
罪における暴行・脅迫は、その相手方の反抗を抑圧するために行なわれ
る。換言すれば、（第三者の介入を求めることも含めた）奪取に対する抵抗
行動を排除するために行なわれる。単なる障害の排除であれば、注意をそ
らしたり、欺罔の方法によっても可能である。しかし、強盗罪が反抗を抑
圧する暴行・脅迫を手段として規定する趣旨は、このような暴行・脅迫が
奪取に対する障害を単に排除するだけではなく、より根源的に抵抗行動に
出るか否かの意思決定の自由を奪って、この障害を排除するところに、重
い不法内容をみたものと解される。すなわち、暴行・脅迫は、抵抗するか
否かを決定する自由を侵害ないしは危殆化する手段として規定されてい
る
（92）
。まだ分別のつかない幼児の場合、意思決定の自由の侵害・危殆化の前
提となる意思決定の能力が欠ける。幼児が泣き声を上げて他人の注意を喚
起することは、四囲の状況を認識して、意思決定したことに基づく行動で
はなく、いわば自動化された本能的な行動である。それゆえ、幼児に対し
ては、意思決定の自由を侵害・危殆化して障害を排除するという手段性が
欠けることになる。他方、10歳の子どもであれば、他人の注意を喚起し、
助力を仰ぐべきか否かを決定する能力はある。それゆえに、意思決定の自
由に対する侵害・危殆化がありうるのであり、強盗罪の手段性は肯定でき
る。
　奪取に対する抵抗は、第三者の助力を求めることでも十分であるが、強
盗罪における暴行・脅迫が意思決定の自由に対する侵害・危殆化を前提と
することから、特に、子ども・幼児が暴行・脅迫の相手方となる場合に内
（92）　拙稿・前掲注（11）19─20頁。付言すれば、ここでは、意思決定の自由として、
「人が意思決定がしうる状態にあること」が保護されているのであり、そもそも意
思決定の機会を与えないこと（背後から一刀で殺害する場合など）もこの自由の侵
害たりうる。しかし、前提として侵害・危殆化される意思決定をなしうる能力は必
要である。
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在的な制約が生じる。暴行・脅迫が意思決定の自由に対する侵害・危殆化
作用を有していなければならないという前提は、抵抗能力が器質的に失わ
れた場合にも注意を要すべき点である。
（ 2）　抵抗能力の器質的喪失
　暴行・脅迫が手段性を備えるためには、財物奪取に対する意思決定の自
由を奪い、その者自らが抵抗行動に出る可能性、又は、第三者の救助的介
入の可能性を排除・低減することが必要となる。後者の第三者の介入可能
性の排除・低減について更に検討を進める。
　先に見たように、Vogel は、泥酔者引きずり込み事例について、泥酔者
を街路から路地へ引きずり込む行為（暴行）であっても、第三者が介入し
てくる可能性を失わせ、少なくとも、減少させているから、客観的連関に
欠けるところはない、と指摘する。路地に引き込み、人目につかない場所
に移すことにより、第三者による犯行の目撃可能性を減少させ、奪取行為
への介入可能性を低減させることは可能である。この泥酔者が、死者、あ
るいは、意識不明状態にある者であっても、やはり第三者の介入可能性を
低減させることになる。死者の場合は暴行・脅迫共に観念できないとして
も、意識不明に止まる場合は、すくなくとも暴行を行なうことは可能であ
ろう。しかし、Vogel がいうように、意識不明者を人目のつかない場所に
運ぶような暴行であっても
（93）
、第三者の介入可能性を低減させたとして、手
段性を肯定すべきであろうか。
　暴行・脅迫が手段性を備えるためには、その相手方の意思決定の自由を
奪って、奪取に対する介入の可能性を減少させることが必要である。この
理解からは、あらゆる第三者の介入の可能性を排除・低減する暴行・脅迫
（93）　なお、わが国でも類似の事案につき、強盗罪の成否が争われたことがある（高
松高判昭和34年 2 月11日高刑集12巻 1 号18頁は、暴行により反抗抑圧後、人目のつ
かない場所に被害者を引きずり込み、その後、共犯者の一人が、被害者から財物を
奪った事案である（ただし、奪取行為に及んだ共犯者は引きずり込みに関与せず、
引きずり込み行為が終わった後、財物奪取の意思を抱いたので、問題は顕在化しな
かった））。
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行為に、常に手段性を肯定できるわけではない。泥酔者引きずり込み事例
で、意識不明者に対する暴行（人目につかないところへの引きずり込み）が、
第三者の介入可能性を排除・低減するものであったとしても、それは、そ
の相手方（泥酔者）の意思決定の自由を奪うことによって実現したもので
はない
（94）
。その相手方は意思決定の能力をすでに失っているからである。そ
して、行為者が泥酔者を人目につかないところへの引きずり込むことによ
り、第三者が介入する可能性を排除・低減させたとしても、それは、この
ような第三者の意思決定の自由に対して働きかけて、介入可能性を排除・
低減したものではない。行為者は第三者の意思にはなんらの働きかけを行
なわず、単に、ありえた介入の可能性を排除・低減させただけである。
　手段性を肯定するためには、第三者の救助的介入の可能性を排除・低減
することで十分だとしても、その可能性の排除・低減は、意思決定の自由
に対する侵害・危殆化により生じなくてはならない。そうすると、第三者
の介入可能性を排除・低減することで、手段性が肯定できる場合とは、暴
行・脅迫の相手方の意思決定が端緒となる第三者の介入可能性が問題とな
る場合に限られよう。暴行・脅迫の相手方が第三者に助けを求める場合な
どである。これに対し、泥酔者引きずり込み事例における人目のつかない
ところへの引きずり込みなどには手段性を肯定できない。意思決定の自由
に対する侵害・危殆化作用をもたらさずに、単にありえた障害を排除（第
三者の介入の可能性を排除・低減）しているに過ぎないからである。わが国
の判例が、相手方がすでに死亡ないしは意識不明状態にある場合、強盗罪
の成立を否定する
（95）
ことも、ここから了解できる
（96）
。
（94）　Hörnle, a.a.O. （Fn. 24）, S. 1155 は、防衛機会の減退の有無の観点から、泥酔
者引きずり込み事例につき、強盗罪の成立に疑問を呈する。
（95）　相手方が死者の場合につき、最判昭和41年 4 月 8 日刑集20巻 4 号207頁、意識
喪失者の場合につき、大阪高判昭和61年 7 月17日判時1208号138頁など。
（96）　もっとも、意識不明者の場合、それが一時的なものに過ぎない場合は、意識
を取り戻し、自ら抵抗し、又は、第三者の介入の端緒となる可能性があるので、強
盗罪の成立はありえよう。Vogel も泥酔者引きずり込み事例において「被害者自ら
抵抗する」可能性が低減させられたことを指摘する（前述 2．③ （ 3 ） i）ことに注
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（ 3）　抵抗能力に疑義ある場合
　暴行・脅迫の相手方が抵抗能力を失っている場合として、暴行・脅迫に
先立って、相手方がすでに反抗抑圧状態に陥っている場合がある。反抗抑
圧後の財物奪取の意思の事例であるが、このような場合、手段性は肯定で
きるであろうか。反抗抑圧の形式は、心理的な反抗抑圧と物理的な反抗抑
圧に区別することができる
（97）
。この 2つに分けて検討する。
ⅰ．心理的反抗抑圧の場合
　まず、強盗罪の構成要件に該当する暴行・脅迫が行なわれる前に、その
相手方が心理的に反抗抑圧状態に陥っている場合、手段性は肯定できる
か。たとえば、先に行なわれた路上でのケンカの結果として相手方が行為
者に対して強い恐怖心を抱いている場合
（98）
、また、強姦・強制わいせつの被
害にあったため抗拒困難な状態に陥っている場合
（99）
である。これらの事案に
あっては、まず、強盗罪の手段としての暴行・脅迫が特定されなければな
らない。実務家からは「被害者の側から見れば、自分に暴力や脅迫をした
犯人がまだ目の前にいて立ち去ろうとしないというのは、大変恐ろしいこ
とであるはずで、それは、犯人に金を出せと言われて脅迫されているのと
実質的に変わるところがない
（100）
」との指摘がなされる。具体的事実関係によ
るところが多いが、財物奪取の意思を抱いたのちの行為者の些細な言動
が、強盗罪にいう脅迫たりうることには、学説でも一致がある
（101）
。このよう
な脅迫は、被害者の心理に作用し、奪取に対して抵抗する意思をより低減
させるか、あるいは、完全に喪失させるように作用する。このような関係
意が必要である。
（97）　長井ほか・前掲注（ 4）79頁以下。
（98）　前掲・福島地判昭和38年 2 月12日や前掲・東京高判昭和48年 3 月26日など参
照。
（99）　大判昭和19年11月24日刑集23巻252頁や大阪高判昭和61年10月 7 日判時1217号
143頁など参照。
（100）　長井秀典＝田中伸一＝安永武央「強盗罪（中）」判例タイムズ1352号（2011年）
111頁。裁判員に対する説明方法としての一例として提案する。
（101）　拙稿・前掲注（52）14─15頁参照。
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が認められれば、些細な言動といえども、強盗罪の手段として十分であ
る。手段性を肯定するために、その相手方が意思決定に基づいて抵抗行動
に出る能力を備えていることは必要であるが、独力で抵抗することまでは
必要ではない。行為者が脅迫的言動をとらず、現場を立ち去っていれば、
相手方は第三者に被害を訴え、救助を求めるなどの抵抗行動をとりえただ
ろう。行為者の些細な言動も、このような抵抗行動に出る可能性を排除・
低減し、財物奪取を促進するものである。
ⅱ．物理的反抗抑圧の場合
　これに対し、抵抗行動に出る可能性が物理的に奪われている場合はどう
か。たとえば、相手方の身体を縄やガムテープで拘束している場合
（102）
であ
る。
　この場合でも、まず問題とすべきは、強盗罪構成要件に該当する暴行・
脅迫である。この場合、物理的に抵抗能力が奪われていること（縄やガム
テープが身体に作用していること）は、それ自体としては行為ではないか
ら、暴行・脅迫には該当しない。そこで、心理的抑圧状態と同じように、
些細な言動を脅迫として捉えることが検討される。このような言動は、心
理的抑圧事例と同様に、相手方の心理には作用しよう。しかし、この心理
への作用は、財物奪取を促進しているであろうか。この脅迫による意思活
動に対する作用がなかったとしても、その相手方は物理的に抵抗可能性が
排除されているから、いずれにせよ抵抗できない。
　財物奪取に対する抵抗行動は、まず抵抗する意思決定が行なわれ、その
意思決定に基づいて抵抗行動の実行に移ることで実現する。いずれか一方
の可能性が完全に存在しない場合には、他方の可能性を奪うことは無意味
である。抵抗する意思決定の可能性を奪った後に、抵抗行動の実行の可能
（102）　東京高判平成20年 3 月19日高刑集61巻 1 号 1 頁、宮崎地判平成24年 9 月28日
LEX/DB 25483068、広島高岡山支判平成25年 7 月31日高刑速（平成25）号225頁参
照（なお、拙稿・前掲注（64） 1 頁以下は、これらの判例を集中的に検討してい
る。以下の本文の記述に関しても、拙稿を参照されたい）。
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性を奪うことは無意味であるし、また、逆も同様である
（103）
。具体的事実関係
によっては、物理的反抗抑圧事案は、後者に当たる。物理的に抵抗可能性
が奪われている相手方に暴行・脅迫により意思決定の自由を侵害・危殆化
したところで、この暴行・脅迫は、奪取に対して抵抗行動に出る可能性を
排除・低減していない。とすれば、この暴行・脅迫に手段性を肯定できな
い。
　物理的反抗抑圧事案でも、反抗抑圧状態の強化があった場合は、強盗罪
を認めるべき、との主張もある
（104）
。物理的な抵抗能力の喪失が完全ではない
（奪取に対する抵抗の余地がある）状態を、さらに抵抗しえない状態にする
場合であれば、奪取に対する抵抗の可能性を排除・低減したものと認めう
る。しかし、ここで注意すべきは、奪取に対する抵抗の可能性でなければ
ならないことである。たとえば、反抗抑圧状態の強化として「殺害行為」
があげられることがあるが
（105）
、殺害行為がなされた場合であっても、後日に
行為者が刑事訴追を受ける可能性を排除・低減するに過ぎない場合には、
手段性は肯定できない。これは、人証になりうるに過ぎない者に対する暴
行・脅迫が、強盗罪の手段としては認められないことと同一の論理であ
る。それゆえ、既に物理的反抗抑圧状態にある相手方については、その物
理的反抗抑圧状態において、いかなる財物奪取に対する抵抗行動が可能で
あったかを慎重に検討する必要がある。暴行・脅迫に手段性を肯定するた
めには、この財物奪取に対する抵抗行動に出る可能性を排除・低減する必
要がある。その結論として、脅迫的な些細な言動がなされた場合であって
も、殺害行為のような重大な加害行為が行なわれた場合であっても、その
脅迫行為や殺害行為に手段性が肯定できず、強盗罪の成立が否定される余
（103）　それゆえ、心理的反抗抑圧と物理的反抗抑圧が混在する事案では、いずれかが
完全に失われている場合、強盗罪は成立しない。
（104）　嶋矢貴之「判批」山口厚＝佐伯仁志編『刑法判例百選Ⅱ各論［第 7版］』（2014
年）85頁、酒井安行「暴行・脅迫後の財物奪取」阿部純二ほか編『刑法基本講座
〈第 5巻〉財産犯論』（1993年）110頁、高橋・前掲注（ 6）269頁。
（105）　嶋矢・前掲注（104）85頁。
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地は広いだろう。物理的に反抗抑圧されている（縄やガムテープで身体が拘
束されている）状態の被害者が、奪取に対していかなる抵抗行動に出うる
可能性があっただろうか。自ら抵抗する自由を奪われ、他者の介入を求め
るための行動の自由も奪われているとすれば、抵抗行動の可能性に存在に
疑問が生じよう。暴行・脅迫の手段性に疑義が生じる。
　この結論が受け入れがたいとすれば、物理的反抗抑圧事案にあっては、
物理的な反抗抑圧状態を解消しなかったという不作為の暴行に強盗罪構成
要件該当性を肯定する必要がある
（106）
。たとえば、被害者を拘束する縄やガム
テープを解かない行為が、これにあたるだろう
（107）
。このような不作為こそ
が、相手方の抵抗行動に出る可能性を排除・低減し、財物奪取を可能に
し、または、促進する財物奪取の手段である。
おわりに
　本稿は、財物奪取の手段としての暴行・脅迫という観点から、強盗罪の
分析を行った。強盗罪における暴行・脅迫の「手段性」の意義は、わが国
では明示的に議論されることはほぼないが、この要件は、暴行・脅迫の相
手方の範囲、及び、その相手方が備えるべき能力という問題を解決する手
がかりとなる。前者は、財物の占有者以外の第三者に暴行・脅迫が加えら
れた場合に問題となり、後者は、子どもに対する暴行・脅迫や反抗抑圧後
の財物奪取の意思の事案で問題となる。一見問題領域が異なるように思わ
れるが、これらは、暴行・脅迫が財物奪取の手段であるといいうるために
（106）　拙稿・前掲注（64）20─22頁、及び、拙稿「強盗罪における不作為の暴行・脅
迫」『野村稔先生古稀祝賀論文集』（2015年）283頁以下。なお、近時、強盗罪にお
いて不作為の脅迫を認めるものに、山口厚「承継的共犯論の新展開」法曹時報68
巻 2 号（2016年）17頁以下。
（107）　このような理解によれば、物理的に反抗抑圧状態にある相手方を殺害する行為
は、強盗の機会における行為、または、作為による作為義務違反の実現と理解さ
れ、殺害行為に強盗殺人罪の成立を肯定できる。
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はどのような要件が必要かという単一の問題の異なる現れである。
　本稿は、暴行・脅迫に手段性が肯定できる場合とは、暴行・脅迫の相手
方自身の意思決定に基づいた財物奪取に対する抵抗行動の可能性を排除、
又は、低減するか、暴行・脅迫の相手方の意思決定が端緒となる第三者の
介入可能性を排除、又は、低減する場合であると結論づけた。
　それゆえ、無関係の第三者を、占有者・占有者と密接な人的関係がある
者と誤解して暴行・脅迫を加えた場合には、強盗罪が否定される。手段性
は、行為者の主観を基準としてはならず、客観的に認められなければなら
ない。また、本稿では、手段性が認められない場合として、相手方が刑事
訴追の端緒なりうるに過ぎない場合、占有者と密接な人的関係がなく一般
通常人と同様の正義感・公益心から介入しうる可能性を有しているに過ぎ
ない場合、幼児などで抵抗行動に出る意思決定をなしうる能力を有しない
場合、そのような意思決定をなす能力を器質的に喪失している場合、そし
て、意思決定をなす能力があっても意思決定に基づいた抵抗行動を実行す
る可能性が物理的に失われている場合を例示した。
　本稿が示した結論は、帰納的に明らかにされたもので、それゆえに、具
体的事案における解決は、新奇（規）なものではないと考える。これらの
解決が、強盗罪における暴行・脅迫の「手段性」という要件から十分に基
礎づけることができたとすれば、本稿の成果である。
